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第２４回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  ２０１５年６月１６日（火）９：３０～１２：１０ 

 

２．場 所  中央合同庁舎８号館５階共用Ｃ会議室 

 

３．出席者  内閣府原子力委員会 

        岡委員長、阿部委員、中西委員 

       経済産業省資源エネルギー庁 

        新川原子力発電所事故収束対応室長 

       21世紀政策研究所研究主幹 

        澤氏 

       内閣府原子力政策担当室 

        田口次長、室谷参事官、須之内参事官補佐 

４．議  題 

 （１）四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可（３号発電用原子炉施設

の変更）について（答申） 

 （２）福島第一１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの改定について（経済

産業省資源エネルギー庁） 

 （３）原子力利用の「基本的考え方」について（２１世紀政策研究所研究主幹 澤昭裕氏） 

 （４）岡原子力委員会委員長の海外出張報告 

 （５）その他 

 

５．配付資料 

 （ １ ）四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可（３号発電用原子炉

施設の変更）について（答申） 

 （２－１）中長期ロードマップ改訂案について 

 （２－２）使用済燃料プールからの燃料取り出しにおける工程見直し 

 （２－３）東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

 （ ３ ）原子力問題の諸相 
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 （ ４ ）岡原子力委員会委員長の海外出張報告  

 （ ５ ）第18回原子力委員会議事録 

 参考資料 

 （１-１）【提言】「原子力事業環境・体制整備に向けて」（２１世紀政策研究所） 

 （１-２）【提言】「核燃料サイクル政策改革に向けて」（２１世紀政策研究所） 

 （１-３）【報告書】「原子力安全規制の最適化に向けて―炉規制法改正を視野に―」（２

１世紀政策研究所） 

 （１-４）【報告書】「続・原子力安全規制の最適化に向けて―原子力安全への信頼回復の

道とは―」（２１世紀政策研究所） 

 

６．審議事項 

（岡委員長）それでは、時間になりましたので、ただいまから第２４回原子力委員会を開催い

たします。 

  本日の議題は、一つ目が、四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可

（３号発電用原子炉施設の変更）について（答申）です。二つ目が、福島第一１～４号機

の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの改定について。三つ目が、原子力利用の「基

本的考え方」について。四つ目が、私の海外出張報告。五つ目が、その他です。 

  まず、一つ目の議題について事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。 

  四国電力株式会社伊方発電所３号炉の原子炉設置変更につきましては、平成２７年５月２

０日付で原子力規制委員会より、原子力委員会に対して意見照会がありました。その後、

平成２７年６月３日に開催した第２２回原子力委員会において、規制委員会の事務局であ

る原子力規制庁より御説明いただいた経緯がございます。本日は、この意見照会に対する

答申について御審議をお願いいたします。 

  事務局の須之内参事官補佐より、答申の案について御説明いたします。 

（須之内参事官補佐）それでは、御説明いたします。 

  ただいま御説明がございましたように、平成２７年５月２０日付で、原子力規制庁より原

子力委員会に対して、意見の照会のあったものに対する答申でございます。 

  資料１をごらんください。 

  四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可（３号原子炉施設の変更）に
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ついて。 

  平成２７年５月２０日付け原規規発第１５０５２０４号をもって意見照会のあった標記の

件に係る核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下、「法」という。）

第４３条の３の８第２項において準用する法第４３条の３の６第１項第１号に規定する許

可の基準の適用については、別紙のとおりである。 

  裏を返していただきまして、四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉の設置変更許可

申請書（３号原子炉施設の変更）に関する核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関

する法律第４３条の３の６第１項第１号に規定する許可の基準の適用について。 

  本件申請については、・発電用原子炉の使用の目的（商業発電用）を変更するものではな

いこと、・使用済燃料については、法に基づく指定を受けた国内再処理事業者において再

処理を行うことを原則とすることとし、再処理されるまでの間、適切に貯蔵・管理すると

いう方針であること、・海外において再処理を行う場合は、我が国が原子力の平和利用に

関する協力のための協定を締結している国の再処理事業者に委託することとし、再処理に

よって得られるプルトニウムを海外に移転しようとするときは、政府の承認を受けるとい

う方針に変更はないことから、発電用原子炉が平和の目的以外に利用されるおそれがない

ものと認められるとする原子力規制委員会の判断は妥当である。 

  以上です。 

（岡委員長）それでは、議論を行います。阿部委員からどうぞ。 

（阿部委員）ありがとうございます。この案件につきまして、今説明のありました別紙のよう

に、この規制委員会から照会のありました案件の狭い意味において、この特定された照会

事項については、この案文にありますとおり、規制委員会の判断は妥当であるというふう

に答申をすることについて、私としても反対はありません。 

  そのように申し上げた上で、二つほど補足したいのですが、ただ、原子力委員会の委員が

諮問を受けたことの狭い範囲以外について、勝手にいろんなことを言うと、事務局が準備

した以外の発言を勝手にするというのはけしからんと、事務局はそういうことをさせない

ようにちゃんとやれという声が、いずこからあるやに聞いております。 

  そういう意味において、私が申し上げることは、あくまでもこれは私が自分の判断におい

て、自分の責任において発言することでありまして、事務方が賛同しているとか、そうい

うことは全くありませんので、もし私が以下述べることについて問題だという方がおられ

れば、私に直接言っていただきたい。事務局を責めるというのは間違いでございますので、
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そこは申し上げておきたいと思います。 

  その上で、一つ、まず指摘したいことは、本件につきまして、伊方原発でこれから運転を

しまして、その結果、使用済燃料が出ると。それについて、再処理をすることについて、

ここにいろいろ書いてあります。それについて、従来の方針に変更はないので問題がない

ということを言っております。これはそのとおりでありまして、四国電力は従来の方針に

基づいて拡散その他の心配のない形でやるということで、これは妥当であると思うのです

が、なおかつ、昨今の情勢としてはそういう枠組み、つまり境界線ですね、これがちゃん

と守られているかという点のほかに、使用済燃料から再処理によって抽出されますプルト

ニウムについては、その量的側面についてもいろいろ日本の内外から関心が表明されてい

るということで、その点について現在、最新の日本政府の方針と申しますのは、私の記憶

する限り昨年の３月２４日の核セキュリティ・サミットで総理みずからが発言された、以

下の表現に集約されるのではないかと思います。つまり、「また、プルトニウムについて

は、『利用目的のないプルトニウムは持たない」との原則を引き続き堅持します。これを

実効性あるものとするため、プルトニウムの回収と利用のバランスを十分に考慮します。

プルトニウムの適切な管理も引き続き徹底します。」と、こういうことをおっしゃられま

した。 

  ということで、もちろん四国電力、それから再処理を委託される会社というのは民間企業

でございますので、政府が表明した方針はそれはそうかもしれないけれども、自分らは自

分らの経営判断に基づいて行うということはあるかもしれませんけれども、なおかつ私の

一原子力委員としての希望を申し上げれば、関係の先については、できるだけこの政府の

方針を尊重した形で事業を行っていただきたいというのが、私の希望でございます。 

  次に、今回の伊方原子力発電所の件について、規制委員会が安全基準とうたうものに基づ

いて審査をされて、適合性に問題がないということを判断されたわけですが、この点につ

いて明らかに、今回の議論の対象から少し離れて申し上げますと、今回の規制委員会の判

断が示された後、それから、ついでに申し上げれば以前の九州電力の川内原発の問題につ

いて、規制委員会の判断が示した後において、幾つかの方面からは、安全性の基準は審査

されたのかもしれないけれども、万が一もしまた事故が起こった場合の避難、つまり近隣

の住民の防災のための避難ということはどうなのかということについて、大分心配だとい

うことが表明されました。その意味においては、私はこの政府の各機関は十分そういった

声も考慮を払って対応していくべきではないかと私は考えます。 
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  その意味において、幾つか御質問しまして伺ったのですが、規制委員会というのは防災に

対して一般的な指針、方針はつくって提供しているけれども、個々の防災計画、例えばこ

の伊方原発の問題についての周辺の地域の防災計画、あるいは九州電力についても、そう

いったものについては個別には審査して、いいとか悪いとかいう結論は出さないんですと

いうこと伺いました。それはそうかもしれません。 

  したがって、これについては基本的には、これは当該の自治体、つまり県あるいは市町村

が対応するものであるということなので、それはそちらが体制的に責任を持っているんだ

と、これも今のこの制度のたてつけからすると、そうかもしれません。 

  なおかつ、たしか幾つかの段階で、政府は、国もこれには積極的に関与し支援するという

ことを何度か繰り返し述べられて、内閣にも原子力災害対策本部という事務所があると伺

っております。であれば、またそこの組織も一般的に地方自治体が十分に防災対策をやっ

ているかどうかということを検討して、また支援もしているようでございますけれども、

なおかつ、私が思いますには、個々の問題について具体的に日本の国内の一部から心配だ

という声があるのであれば、私はそこは規制委員会なり、あるいは防災本部なりが、自分

らはちゃんとこれを見ていますと、大丈夫ですということを、あるいは当該の自治体の長

もですね、行って説明をして、その心配に対応するということが望ましいのではないかと

私は考えます。 

  その意味において、我々は一般的なことしか言わないんだということにとどまらず、やは

り個別的な問題についても自分らはちゃんとよく見ていると、これで自分らも確認したと

いうことが、私はおっしゃっていただいたほうが、いろいろな心配をしている方々の安心

につながるのではないかと思いますので、そうしたらどうかなということを、これは全く

一委員の意見でございますけれども、申し上げさせていただきたいと思います。 

  重ねて申し上げますけれども、これは私が勝手に言っていることでございまして、事務局

が用意したものでもサポートしているものでもありませんので、もし御異存があれば私に

直接おっしゃっていただきたいと思います。 

  以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  中西委員、何かございますか。 

（中西委員）私は特にございません。 

（岡委員長）私も特に、この伊方の件についてはございません。 
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  それでは、この案のとおり、原子力委員会より原子力規制委員会に答申するということで、

よろしいでしょうか。 

（異議なし） 

（岡委員長）御異議ないようですので、案のとおり答申することといたします。 

  それでは、次、議題２について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）ありがとうございます。議題２は、福島第一１～４号機の廃止措置等に向けた

中長期ロードマップの改定についてでございます。 

  本件、ロードマップの改定について、本日は経済産業省資源エネルギー庁の新川原子力発

電所事故収束対応室長から御説明をお願いしたいと思います。よろしくお願い申し上げま

す。 

（新川室長）よろしくお願いいたします。 

  経済産業省資源エネルギー庁原子力発電所事故収束対応室長をしております新川でござい

ます。あわせまして、内閣府廃炉・汚染水チーム事務局総括を仰せつかっております。本

日はよろしくお願いいたします。 

  お手元に資料２－１、２－２、２－３と配付をさせていただいているかと思いますが、２

－３が、東京電力福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの本体

でございます。６月１２日、先週の金曜日に廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議、官房長官

が議長でございますが、そこで決定をさせていただいております。これについて御報告に

上がったものでございます。 

  資料２－１を用いて御説明をさせていただきます。資料２－１、横長Ａ４の資料でござい

ます。 

  １枚おめくりいただきますと、中長期ロードマップ改定のポイントというものがございま

す。今回の中長期ロードマップの改定につきまして、ポイントは五つあるというふうに考

えております。 

  まず、第一はリスク低減の重視でございます。これまでは、ともすると迅速さを特に重視

した工程を設定してまいりました。結果的に作業現場に負担をかけたり、新たな事象が判

明するたびに遅延を招いてきたと認識をしております。迅速な実施は重要ではございます

が、地域の皆様や周辺環境、作業員等へのリスクが低減されて初めて価値があるものとい

うふうに考えております。したがいまして、今後、リスク低減重視に変えていきたいとい

うふうに思っております。意味としましては、スピードだけではなくて、長期的にリスク
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が確実に下がるよう、優先順位を付けて対応するというものでございます。 

  また、あわせて、このリスクにつきまして、リスクの起源に応じて三つに区分をして考え

るということを提示をさせていただいております。 

  まず、一つ目は汚染水とプール内燃料でございます。これにつきましては、相対的にリス

クが高く、優先順位は高いものであると考えておりまして、可及的速やかに対処する必要

があると考えております。 

  続きまして、燃料デブリでございます。これは直ちにリスクとして発現するとは考えにく

いと思っておりますが、拙速に対処した場合にかえってリスクを増加させ得るものと考え

ておりまして、周到な準備の上、安全・確実・慎重に対処すべきものと考えております。 

  三つ目は、固体廃棄物、水処理二次廃棄物でございます。将来的にもリスクが大きくなる

とは考えにくいと思っておりますが、廃炉工程において適切に対処すべきものということ

で、長期的に対処という分類にさせていただいております。 

  このリスクの分類におきましては、私どもで昨年夏に法律改正してつくりました原子力損

害賠償・廃炉等支援機構の戦略プランにおきます専門家の御検討をもとに、分類をさせて

いただいたものでございます。 

  二つ目は、目標工程（マイルストーン）の明確化でございます。中長期ロードマップでは、

第１期、第２期、第３期と三つの期に分けてものを考えているということでございますが、

第１期、初号機の使用済燃料プールからの燃料取り出しにつきましては、２０１３年１１

月１８日に４号機の燃料取り出しを開始したことをもって終了しておりまして、現在第２

期、初号機からの燃料デブリ取り出しまでの期間、ステップ２の完了から１０年以内とな

っております。しかしながら、この１期が終わってから８年という目標設定でございまし

て、手前のほうでもっと何をするのかということがはっきりわかるようにしてほしいとい

う地元の声がございまして、マイルストーンの明確化を図ったものでございます。これに

ついては後ほど御説明いたします。 

  三つ目につきましては、徹底した情報公開を通じた地元との信頼関係の強化でございます。

前回の中長期ロードマップにおきまして、廃炉・汚染水対策福島評議会を設置するという

ことを提示し、昨年の２月から開催をさせていただいております。実は昨日も福島評議会

を開催させていただきまして、第８回の福島評議会を開催させていただきまして、福島の

地元の関係者の方々に中長期ロードマップについて御説明をさせていただいたところでご

ざいます。今後、この福島評議会の参加メンバーの方々への個別、そのメンバー本人とい
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うよりは、そのメンバーの組合員であるとか職員の方々への御説明であるとか、この浜通

りを中心とした福島評議会のみならず、中通り、会津も含めた御説明と、それから国際的

なフォーラムの開催といったことでコミュニケーションの更なる充実を図っていきたいと

思っております。 

  四つ目が、作業員の被ばく線量の更なる低減・労働安全衛生管理体制の強化でございます。

だんだんと炉心に近いところの作業がふえてきておりますので、被ばく線量を更に低減す

べく努力していくということと、死亡事故等も発生しておりますので、厚生労働省とも協

力しながら労働安全衛生管理体制を強化していきたいと考えております。 

  また、五つ目でございますが、原子力損害賠償・廃炉等支援機構の強化でございます。原

子力損害賠償・廃炉等支援機構につきましては、昨年８月に発足をしており、廃炉技術戦

略の司令塔という機能を果たしつつあるという状態でございますが、研究開発につきまし

て一元的な管理をする、また、国内外の叡智の結集のコアとしての役割を果たすというこ

とで強化を図っていきたいと考えております。 

  目標工程の明確化につきまして、次のページで御説明をさせていただきます。 

  大枠の目標を堅持したものにつきましては青字で記載をさせていただいております。また、

優先順位の高い対策、汚染水対策や燃料取り出しというものでございますが、こちらにつ

きまして、直近の目標工程を明確化をしております。新しく追加したものについては緑字

で記載をさせていただいております。 

  全体としての廃止措置終了は３０年から４０年という大枠につきましては、堅持をしてお

ります。 

  汚染水対策につきましては、建屋内滞留水の処理完了というのを２０２０年内というとこ

ろで目標設定をさせていただいております。意味するところは、冷却水以外の建屋内の水

や汚染水の増加量をほぼゼロにするということでございます。また、汚染源を取り除く、

汚染源に水を近づけない、汚染水を漏らさないという三つの基本方針の方針に従って、幾

つかの目標工程を設定をさせていただいております。 

  「取り除く」に関しましては、敷地境界の追加的な実効線量を１ミリシーベルト・パー・

年未満まで低減するというもので、本年度内となっております。 

  二つ目、多核種除去設備処理水の長期的取扱いの決定に向けた準備の開始ということで、

本年まで、まだ分離に関しまして技術の検証をしておるところでございますので、２０１

６年度上半期からとさせていただいております。 
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  続きまして「近づけない」でございます。現在、建屋流入量は３００立米・パー・デー程

度でございます。地下水バイパスを実施する前は４００立米・パー・デー程度でございま

したが、これを２０１６年度に建屋流入量を１００立米・パー・デー未満に抑制するとい

うことを目標として掲げております。 

  「漏らさない」に関しましては、高濃度汚染水を処理した水の貯水は全て溶接型タンクで

実施するというのを、来年度早期に実現をするという目標を立てております。 

  また、建屋内の滞留水処理に関しまして、２０２０年内と冒頭に書かせていただいており

ますが、その手前の目標としまして、建屋内滞留水中の放射性物質の量を半減するという

のを、１８年度ということで置かせていただいております。これは建屋内の滞留水そのも

のを減らすということと、中を循環浄化等によりまして、水の濃度を下げていくというこ

とをあわせて実現することをしております。 

  燃料の取り出しに関しましては、使用済燃料の処理・保管方法の決定につきましては２０

２０年度ごろというのは変えておりません。 

  １号機使用済燃料の取り出しの開始、２号機使用済燃料の取り出しの開始、３号機使用済

燃料の取り出しの開始、それぞれにつきまして、２０２０年度、２０２０年度、２０１７

年度に目標を変更をしております。 

  目標工程の変更につきましては、要因分析をしておりますので、資料２－２のほうで御説

明をさせていただきます。 

  資料２－２は、この使用済燃料プールからの燃料取り出しにおきます工程について、１号

機、２号機、３号機について、旧ロードマップと、それから今回のロードマップで、どの

ように変わるかということをお示しをしたものでございます。遅れる要因としまして、ア、

イ、ウ、エ、オと左の下のほうに書いてございますが、安全・安心の追加対策、判明した

状況への追加作業、複数作業の干渉による中断、機器の不具合等によるトラブル、情報不

足による判断の遅延といったものに分けて記載をさせていただいております。 

  例えば３号機でございますと、なかなかオペレーティングフロア上の線量が下がらないと

いうことで、追加線量低減対策で１４カ月ほど遅延をするということとなります。また、

プールゲートに関します追加調査で１．５カ月ほどかかったというようなものがございま

す。 

  １号機については、３号機で発生しましたダストの飛散といったことを受けまして、ダス

ト飛散防止対策などを施すことで、１２カ月程度遅れるというようなことが発生をしてい
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るものでございます。 

  このアとイとウにつきましては、なるべく起こさないようにしていくということではござ

いますが、ある程度発生していくことはやむを得ないというふうに考えております。そう

いった中でも、リスク低減に向けて確実に進めていきたいと思っております。 

  また、エとオにつきましては、なるべく起こさないように努めていくということを明確化

して、させていただいております。 

  また横長の２－１に戻らせていただきます。 

  燃料デブリの取り出しにつきましては、号機毎の燃料デブリ取り出し方針の決定につきま

して、２年後を目途に決定をするとしております。また、初号機の燃料デブリ取り出し方

法の確定につきまして、２０１８年度上半期、初号機の燃料デブリ取り出しの開始につき

ましては２０２１年内ということで、この二つの目標については堅持をさせていただいて

おります。 

  廃棄物につきましては、処理・処分に関する基本的な考え方の取りまとめを、２０１７年

度内に行うとしておりまして、それに向けた性状の把握等に努めていきたいと考えており

ます。 

  以上、簡単ではございますが、御説明を終わらせていただきます。ありがとうございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。 

  それでは、質疑応答を行いたいと思います。阿部委員からお願いします。 

（阿部委員）ありがとうございました。全体として、私は、大変な作業をしておられて、いろ

いろ努力、御苦労されているということで、全体として私はこれでいいんじゃないかと思

うのですが、一つは、その、なぜかと申しますと、やはり事故後４年を経過したわけで、

その緊急対策を要するものはもちろん急いでやる必要がありますけれども、ある程度状態

が安定したものについては、ゆっくり時間をかけて慎重にやればいいのでですね。それは、

そこのところの判断は適切に、ある程度危険が残るものについては急いでやると、しかし

ながら安定状態に持っていったというものは、ゆっくり時間をかけてやるということで、

よろしいんじゃないかと思いますね。 

  二、三、ちょっと私の関心の点を質問させていただきたいんですけれども、一つは、汚染

水ですね。これは今でもどんどんたまっていると。これをふやさないために対策を講ずる

ということで、これもうまくいくことを望みますけれども、同時に、最終的に放射性物質

を除去してきれいになった水は、本来は放出していいわけですけれども、聞くところによ
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るとトリチウムの除去はなかなか難しいということで伺っております。これは確かにその、

元素が同じなんですね。化学的に分けることが難しいので、難しいと。ただ、聞くところ

によるといろいろその技術開発、検討も進めているというと聞きますけれども、ある意味

その、ある程度、余りコストがかからない形でトリチウムを除去するということが、可能

なのか、できそうなのか。その辺はいかがでしょうか。 

（新川室長）まず、高濃度の汚染水につきましては、サリー、キュリオンでセシウム、それか

ら、今はもうストロンチウムもある程度取り除けるようになっておりまして、その上でア

ルプスと呼んでおりますけれども、高性能の多核種除去設備、三つございますけれども、

こちらのほうで多くの核種を取り除くことができます。 

  結果として、残るものは多くはトリチウムになった水が残るということで、今タンクの中

にたまっている水の大宗は、トリチウムを主体としたアルプス処理水という状態になって

ございます。 

  この取扱いにつきまして、現在、汚染水処理対策委員会のトリチウム水タスクフォースで

その扱いについて検討させていただいております。幾つもの選択肢の評価を行っていると

ころでございまして、そこで決定というところまで、このタスクフォースではいかないと

考えております。 

  選択肢としては、海洋放出であるとか、地中への注入であるとか、それからコンクリート

またはゲル化してためるというようなもの、それから大気への蒸散、それから水素の形で

の大気への蒸散といった、幾つかの選択肢を評価を行っております。 

  その前処理として、希釈をする、もしくは分離をするということについても、検討の対象

であるというふうに理解をしております。分離につきましては、現在、技術検証というこ

とで幾つか実験をやらせていただいております。海外、アメリカで一つ、ロシアで一つ、

そして日本で五つ、大きなものは一つ、小さなものが四つとなっております。 

  御指摘ありましたように、トリチウムについてはいろんな特性がほとんど水素と同じとい

うことでございまして、非常に分けにくいものでございます。また、純粋なトリチウム水

ならともかく、アルプス処理水の中には微量とはいえほかのものも入っておりますし、ま

た、海水由来であるがゆえに海水中の成分も入っております。そういった中で本当に、実

験室レベルでトリチウム水だと分離ができるとしても、本当のアルプス水が分離できるの

かどうかということについて、まだ実験を行っている最中でございます。そういう意味で

は、本当に分離できるのかどうか、また、コストが幾らになるのかということについては、
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まだ検証中という状態でございまして、まだ結果は出ていないという状況でございます。

いずれにしても、そこも簡単なことではないというふうに理解をしております。 

（阿部委員）トリチウム水については、諸外国、フランス、ロシア、アメリカあたりも、これ

はみんながその問題ないと、たしかＩＡＥＡもそういうアドバイスをしていますよね。そ

れから規制委員長もそうしたことをおっしゃっているんではないかと思うのですが、した

がって、いろんなそういう国際的な判断からすれば、希釈された状態で海水に流せば問題

ないという意見がかなりあるわけですが、もちろん、この物事の希釈の力というのはすご

いもので、太平洋にある水の量を計算したらものすごい量になるわけですしね、それに薄

めれば余り問題なくなるということなんですが、ただ、地元などにはまだいろいろ懸念が

残っているということで、これは私、常々考え、この間も申し上げたんですけれども、実

はこの国際的なスタンダードというのは、国際的な委員会、会合があって、そういうので

決めているんですけれども、主にそこにいる人はフランスの人、イギリスの人、ロシアの

人、アメリカの人なんですね。今の非常にこのスーパークリーン、スーパーセーフな日本

の人からすると、ロシア程度に安全だと、フランス程度にきれいだと、アメリカのニュー

ヨーク程度に安全だと言われてみんなが納得するかというと、なかなかしないと思うんで

すね。ですから、そこはやはり日本の国情も考えて、皆さんが安心できるようなものを考

えるべきなんですが、かといって、全くその流しちゃいかんというのも、どうも、どうか

なと思いますね。そこは少し皆さんで率直にいろいろ議論をしてやれば、私はその日本と

しての独自の新しい一つの合理的な判断基準ができるのではないかと思いますが、そうい

うことをやってみてはどうかなというふうに感じます。 

  似たようなことを、もう一つ、この敷地境界の追加的な実行線量を１ミリシーベルト未満

に低減するということが書いてありましたが、これも福島県で除染を一生懸命やっていて、

その目標が追加線量を年間１ミリシーベルト以下にするということで、これも日本国内外

でも若干そこまで下げる必要があるのかという議論がありますが、特にこの敷地境界を１

ミリシーベルトに下げるというのは、えっと思ったんですけれども、写真を見ると敷地境

界はほとんど森林とか原野ですよね。人も住んでいない。そこを１ミリシーベルトまで一

生懸命下げる意味は、どういうことなんでしょうか。 

（新川室長）まず、先ほどのアルプス水の御指摘に関しましては、このロードマップでは液体

廃棄物につきましては、地元関係者の御理解を得ながら対策を実施することとし、海洋へ

の安易な放出は行わないと。海洋への放出は関係省庁の了解なくして行わないものとする
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と。改訂前のロードマップでも、同じような表現で入っているのですが、またこういった

表現で記載をさせていただいておりまして、今後その在り方は、まさに非常に大きな課題

と思っておりますので、よく議論していきたいと考えております。 

  それから、敷地境界の話でございますが、こちらの改訂案のほうにも書いてございますが、

敷地境界の追加的な実行線量を１ミリシーベルト・パー・年未満まで低減をするというこ

とでございます。御指摘のように、福島第一原子力発電所の敷地境界は森林でございまし

て、その周りに放射性降下物、フォールアウトが付いておりますので、線量としては数十

ミリシーベルト・パー・年という状況でございます。この、これは原子力規制委員会の規

制目標を引いてここに記載をさせていただいているものでございますが、追加的というと

ころがポイントでございまして、そこの森林を除染をして１ミリシーベルト・パー・年未

満まで下げるという意味ではございませんで、福島第一原発の廃炉また汚染水対策から飛

散をする、もしくは海洋に放出をする水につきまして、フォールアウトを除いた分でござ

いますが、その体外、体内被ばくの実効線量が１ミリシーベルト・パー・年未満まで低減

をするということを意味をしております。したがいまして、周辺の除染をするというより

は、廃炉作業による周辺への影響を小さくするという意味で設定をされている者でござい

ます。 

（阿部委員）ありがとうございます。これも境界線に限らず、一般的な例の除染の問題につい

ても、１ミリシーベルトまで本当に大変なコストをかけてやらなきゃいかんのかという疑

問も提起されていますので、そこは他方、国際水準でもう、こうなっているんだというこ

とで押し切るのも若干乱暴な気もするので、これまた地元の方や関係の方でよく相談して、

オープンに議論をして、納得のいくレベルを考えたらどうかなと私は思います。参考まで

に申し上げます。 

  ありがとうございました。 

（中西委員）御説明ありがとうございました。いろいろ、いろいろなことが起きて、計画を立

てるのは大変だと思うのですけれども、そもそもこの計画の責任者は誰なのでしょうか。 

（新川室長）このロードマップは、廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議で決定されたものでござ

います。議長は官房長官でございます。その下に、廃炉・汚染水対策チームというチーム

をつくっております。チーム長は経済産業大臣となっております。廃炉・汚染水対策につ

きましては、全体のロードマップは廃炉対策推進会議という会議で決定をさせていただい

ておりまして、経済産業大臣が議長、そして文部科学副大臣にも省庁でいえば御参加をい
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ただいておりました。 

  しかしながら、廃炉・汚染水対策、特に汚染水問題の広がり、漁業関係もございますし、

また、海外との関係もございますので、外務省、また原子力規制庁も当然でございますけ

れども、あと水でございますので国土交通省の御協力も得ながら進めていくということで、

内閣府の廃炉・汚染水対策チームというものをつくって、進めております。その事務局総

括を私、仰せつかっておりますので、少なくとも管理職レベルでは私が責任者でございま

す。よろしくお願いいたします。 

（中西委員）わかりました。東京電力ではないわけですね。 

（新川室長）今申し上げたのは政府におけるという意味でございます。この廃炉・汚染水対策

関係閣僚会議には東京電力も参加をしていただいております。この廃炉・汚染水対策の実

施主体が東京電力であるということについて、変更はございません。しかしながら、国と

しても前面に立って、この廃炉・汚染水対策を進めていくことが必要であるというふうに

考えております。 

（中西委員）新川さんが、責任者ということでわかりました。 

  それから、今回の変更ですけれども、改訂案ということですね。国民目線から考えますと、

一旦宣言した計画を変えるというのは非常に大きいことだと思います。まず誰に対して何

故これを出すかということを考えてみても、国民に向けて、また信用を得るために出すの

だと思います。一旦宣言して、こうしますよというのを変えるというのは、非常に重いこ

とだと思います。ロードマップではマイルストーンの明確化などいろいろ書かれています

ので、想定外も含め、あらゆることを考えて、決められていると思うのですが、これがも

う最終案と考えてよろしいのでしょうか。 

（新川室長）それについては、大変申しわけありません、現在お示しをしているものは、現在

考え得るベストであると確信をして提出をさせていただき、決定をいただいたと理解をし

ておりますが、今後もトラブル等、また、わからないことがわかってくるということは、

十分にあるというふうに思っております。 

  まだ、例えば原子炉建屋の中のデブリがどこの位置にあって、どんな形状になっているの

かという情報さえ得られておりません。今後、ロボットを投入して中の状況を把握してい

くということが必要になります。また、燃料取り出しに関しても、３号機で発生しました

ことは、オペレーティングフロアについて除染のロボットを動かしてみても想定よりは除

染ができない、すなわちコンクリートの小さな隙間にまで放射性物質が入り込んでいると
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いう状況にあるというふうにみなされるということで、そういったことはまだ今後も起こ

り得ると思っておおります。 

  大事なことは、今回、スピード重視ということから、リスク低減重視というふうに切りか

えたということでございまして、仮にそうだとしても、周辺環境や作業員の方に無理な負

担をかけたりとか、危険なリスクを増大させるということなく、きちんとそういったこと

に対処して着実に進めていくということが必要であるというふうに考えております。 

（中西委員）そうしますと、今おっしゃったように、もし、将来また変わる可能性があるとな

りますと、これは、できることを書いてあるのではなく、やりたいということを書いてあ

るというようにも受け止められます。そうしますと、年度をきちんと押さえて、何日まで

に絶対するというような書き方ではなく、もう少し正直にといいますか、ここは何をした

いのかという希望的観測でもあるというようなことも、少し添えて書くことも大切ではな

いかなと思います。一般の人から見て、こう書いてあるのに実際は違うのではないかとか、

また信頼していたのに違ってきたという受け止め方が生まれないような書き方もあるので

はないかと思います。スピード重視ということはわかったのですが、リスク重視も含め、

もう少し工夫されてもいいのかなという感想を持ちました。 

（新川室長）ありがとうございました。もちろん、遅れたいわけではございません。ベストを

尽くしていくということだと思っておりますが、他方、リスク低減を重視しながら、なる

べく遅れないようにベストを尽くしていきたいと思っております。表現につきましての御

示唆、ありがとうございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。私も幾つか御質問させていただきたいと。 

  リスク低減に変えられたのは、非常にいい方向だと思います。 

  それで、私は、ちょっと中西先生とは、おっしゃるところが違うんですけれど、スケジュ

ールがありきではなくて、やはりリスク低減という、特にそのサイトの中もそうですけれ

ど、サイトの外に対して合理的な形でリスクが低減されるということが、やっぱり非常に

重要なんだと思うんですけれど。 

  それで、まず汚染水ですけれど、いろいろ汚染水の種類がどうもあるようで、そのリスク

低減という観点で、大体こういう分類になっていて、こういうことを考えているんだと。

そのとおりにいかなくても別に構わないんですけれど、そのあたりを教えていただければ

ありがたいんですけれども。 

（新川室長）まず、汚染水でございますが、先ほど阿部委員の御質問で少し御説明をさせてい
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ただきましたけれども、建屋の中に冷却水を、まだ１号機から３号機までかけているとい

う状態でございます。デブリをかけ流しで冷却をしているという状態でございます。残念

ながら圧力容器、格納容器、どこかかしらその水が漏れるという状態になっておりまして、

原子炉建屋の中に汚染水がたまっている状況にございます。タービン建屋と原子炉建屋は

つながっておりますので、タービン建屋の地下にもそういった水がたまっているという状

況にございます。 

  これをポンプでくみ上げまして、高温焼却炉建屋等に一次処理した後、サリー、キュリオ

ンと呼んでおります浄化装置で、以前はセシウムのみ、今はセシウムと一定程度のストロ

ンチウム９５も取り除いて、そしてタンクにためております。それのことをストロンチウ

ム処理水というふうに呼んでおります。 

  以前のセシウムだけを処理をしましたＲＯ濃縮原水と呼んでいたものについては、既に一

度処理を終えたという状態になっております。 

  このストロンチウム処理水につきまして、あと１８万トンほど残っておりますが、これを

今後アルプスで浄化をしまして、アルプス処理水に変えていくと、そうすると、おおむね

トリチウムのみになるので、漏えいしたときのリスクは非常に減っていくということであ

ろうと思っております。 

  また、この水をどうするかというのは、今、阿部委員から御質問いただきましたように、

今後、２０１６年度早期から議論をしていくということで、目標工程にも、１６年度上半

期から議論をしていくことで目標工程にも明示をさせていただいたものでございます。 

  他方、建屋に流入をする水としましては、先ほどの冷却水以外にも地下水が１日３００ト

ンほど入っておりまして、これを減らすためにサブドレン、地下水バイパスはもう稼働し

ておりますが、サブドレン、それから凍土方式の陸側遮水壁というものの準備を進めてい

るところでございまして、これらによりまして、建屋流入量をまずは１００トン・パー・

デー未満に抑制をしていきたいと考えております。 

  さらに、その建屋内の水位を下げていくと、もちろん周辺の地下水の水位も下げていくと

いうことを通じて、建屋内に流入するその地下水の量をほぼゼロにするというのが、２０

２０年内の目標として掲げたものでございまして、こうなると汚染水としてはふえていか

ないという状況になると思っております。 

  ただ、そのときに空冷になっているかどうかは、ちょっとまた別の論点でございまして、

現時点ではまだ冷却水はあるという想定を置いております。だんだん発熱量は小さくなっ
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てきてはいるものの、空冷をするのに十分な風量を送る送り込み口がない、また、空冷を

することによって飛散をする放射性物質をどのように受けとめるかという手段がまだない

ということで、今のところ、まだ空冷というのは現実の選択肢となっていないところでご

ざいます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  情報公開の関係ですけれど、今、国内、国外的にどんなことをやられているか、教えてい

ただけるとありがたいんですけれど。 

（新川室長）情報公開につきましては、これまでも会議の資料等は全てウエブベースで公開を

させていただいて、公開しております会議につきましては公開をさせていただいておりま

して、過去のものについても我が省のホームページや東京電力のホームページで検索でき

るような状態になっております。 

  ただ、Ｋ排水路問題というのが発生をしております。本年２月に、Ｋ排水路という東京電

力１Ｆ１～４号機に最も近いところにあります排水路から出てきました水につきまして、

東京電力の開示が不十分であったという問題が発生をしております。似たような問題がな

いかということについて確認をし、総点検をして、４月の末に東京電力から経済産業省に

も報告がございましたが、その過程で私どもも一緒になって、そのほかに似たような事象

がないかということを確認をさせていただいております。 

  東京電力は今後、福島第一原発で測定をした全ての放射線データについて、ホームページ

で公表をするというふうにしております。 

  課題としては、単に数字だけ公表されても意味がわからないということでございまして、

わかりやすいシステムの上で公表することが重要と考えておりますが、まずはとりあえず、

今は公表を始めたというところでございまして、わかりやすさについてはソフトの改善等

が必要ですので、もう少し時間がかかるというふうに報告を受けております。 

（岡委員長）国際的な関係はいかがですか。国際的な情報公開といいますか。ＩＡＥＡで何か

やっておられましたっけ。 

（新川室長）ＩＡＥＡからは、廃止措置レビューということで、３度のレビューを受けており

ます。１度目は２年前の４月でございまして、まだ汚染水問題がそれほど騒がれていない

時期でございました。２回目が、汚染水問題が出ました２年前の秋でございました。ただ、

秋に来られたときには、夏に汚染水問題が出てから、かなりそれから急速に取組が進んで

いるということを、かなり高い評価をいただいたと理解しております。先日来られたのは、
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ことしの春に来られておられまして、そのときにも着実に進捗をしているという評価をい

ただいております。 

  また、ＩＡＥＡには、そういったレビュー以外にも、いろんな漏えいやトラブル等が起き

ますたびに報告をさせていただいておりまして、それを踏まえて、ＩＡＥＡとしての評価

が加わった上で、ＩＡＥＡのホームページに情報公開をされておられるという状況にござ

います。 

  また、ＩＡＥＡではございませんが、ＯＥＣＤ／ＮＥＡでは、二つほど、福島第一にかか

ります国際的なプロジェクトも動いておりますし、また、イギリス、フランス、それから

アメリカといった国とは、情報交換をしながら進めているところでございます。 

（岡委員長）ありがとうございます。 

  デブリの取り出しは、まだどこにあるかもわからなくて、なかなかですが、どういうとこ

ろにどのぐらい水がたまって、どういう線量で、それでどこに何があるかということがわ

かってくれば、かなり早く進む、水をどうやってとめるかという話もあり、かなり進んで

いくかもしれないのですが、そのあたり本当に技術的にも大変難しい、難しいというか、

今まで経験していないことだと思うんですけれど、このあたりは、まずはどこにデブリが

あるかというところを重点に作業をしていると、そういう理解でよろしいのでしょうか。 

（新川室長）はい、御指摘のとおりでございます。まず、どこにどういう形でデブリがあるの

かということを、確認をしていく作業を進めていきたいと思っております。 

（岡委員長）あと、もう一つは私の意見なんですけれど、例えば放射線被ばくについて、日本

人だけが特に感受性が高いということはないわけですので、その国際的な知見といいます

か、科学的な知見の話と、地元の理解やカウンセリングというんですか、コミュニケーシ

ョンというところは、やっぱりちょっと、余りリンクさせずに考えたほうが私自身はいい

んだと、まずはですね、いいんだと思っておりまして、数値の大きい、小さいにどうして

もなりがちなんですけれども、そういうことではなくて、もうその背後に、もとに戻って、

発がんのリスクであるとか、そういう科学的知見がどこまであってというところで考える。 

  それから、いわゆる日本独特の特殊化をしてしまいますと、何が困るかというと、その国

際的な知見が十分に利用できなくなるおそれがありまして、 

ここの例ではないですけれど、よく原子力ムラと言われまして、そういう人を排除してしまう

と、その実際そういう分野で蓄積されてきた知見を十分反映していないなと感じる例が、

ここに来ていろいろ聞かせていただいて一、二ならずありますので、そういうことは非常
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にまずい。国際的あるいは専門家の知見を、これについては十分専門家の知見は集まって

きていると思うんですけれど、科学的知見というのが国際、日本ということ、特に限らな

い、もっと広いものですので、それを十分に生かしてやる必要があるんではと思います。 

  あと、スケジュールはさっき言ったとおり、私はスケジュールありきでないほうがいいと

思っておりまして、ちょっと中西先生と違っておりまして、ただ、それももうちょっと…

…ちょっと細かく言いますと、スケジュールを立てられるものは、例えばある工事である

とか、そういうものはきちんとスケジュールを管理したほうがいいと思うんですけれど、

デブリの取り出しのところはいろんな工夫が必要で、既にいろいろされていると思うんで

すけれど、これはわからないところをいろいろ工夫しながらやっていると、ちょっと学問

と似ているのがありますので、そこも理解が必要である。そういうふうに理解をしており

ますけれど、もちろんスケジュールをきちんと守ってやるという、それは作業管理として

は非常に重要だということはそう思いますので、中西先生と何か意見がそこで違うわけで

はありませんけれど、リスク低減ということで、それを一番重要なこととしてやることに

なったのは、大変いいことだと思います。 

  私の感想は、そんなところなんですけれど、先生方から何かございますでしょうか。よろ

しいでしょうか。 

 

それでは、どうもありがとうございました。 

  それでは、議題３についてお願いします。 

（室谷参事官）議題３でございます。本日は、原子力委員会で議論を進めている原子力利用の

基本的考え方について御意見を聞くため、２１世紀政策研究所研究主幹の澤昭裕様に御出

席いただいております。本日は、澤様より御説明をいただいた後、委員との間で質疑を行

っていただく予定でございます。 

（岡委員長）澤様は、資源エネルギー庁資源燃料部政策課長、東京大学先端科学技術研究セン

ター教授等を務められた後に、平成１９年より２１世紀政策研究所研究主幹を務められて

おります。本日はこれまでの御経験も踏まえ、原子力利用の基本的考え方について御意見

を伺いたいと思います。 

  それでは、澤様、お願いいたします。 

（澤氏）御紹介いただきました２１世紀政策研究所の澤と申します。よろしくお願いします。 

  もともとは地球温暖化対策環境政策課長を経済産業省でやっていたものですから、そのと
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きに原子力と知り合っただけで、役所時代は原子力の行政、あるいは原子力の問題に携わ

ったことはほとんどありませんでした。２０１１年の震災以降、御存じのようにエネルギ

ー政策が議論される中で、原子力を維持していくのが日本のエネルギー政策として必要で

あるというポジションからいろいろ考えてきたわけでございます。 

  今日、お配りしたのは全体のスライドとこれまで２１研で原子力の問題を考えてきた報告

書をお配りさせていただいています。基本的には私の関心は、原子力という電源の一つを

今後維持していくときに、震災のああいう事故の後、どういう条件が必要になってくるの

か。これを考えることが大きなテーマになっています。これから御説明するように原子力

の置かれている状況は厳しいだけではなくて、将来が非常に不確実、不透明な様相を呈し

ていますので、その曇らせているいろいろな条件をクリアにしていくということが必要に

なるかと考えている次第であります。 

  今、申し上げたことを３つの不透明性とよく申し上げています。政治的不透明性、これは

ここで議論する話ではないかもしれませんけれども、基本的に事故以前も含めてやはり原

子力について当初開発を始めたころのある種の政治的熱気というものに比べれば、日常に

定着していくごとに政治的な支持を特別に得ている技術であるという状況はなくなってい

ったように思います。 

  その中であの事故が起こったわけですから、政治的な支持がそこから離れてしまい、かつ

それを再構築するには時間と労苦がかかるというのが今の状況かと思います。そういう意

味では、与党、野党を問わず、この原子力問題は選挙のたびにメディアは話題にするわけ

ですけれども、実際に論戦、選挙の公約を巡っては、書いてはあるものの、中心的な論点

にはなかなかなってこなかったということになっているわけで、そういう意味では与党が

勝ったとしても、原子力が維持するという公約をしている与党が勝っても、それを後ろか

ら背中を押してまで、進めようという機運というのはなかなか見えないわけであります。 

  今後、原子力を続けていくとすると、ほかの電源、再生可能エネルギーとの比較において

も政治的な支持というものがなければ、なかなかこれから申し上げるような諸条件の国会

における成立を期することも難しいと思います。政治的な支持というのは大前提になる必

要条件だと思います。 

  ２番目にそういう政策措置をやっていくことが必要になっている部分が大きく分けて二つ

あるわけであります。一つがフロントエンドの電力システム改革で、後ほど詳しく御説明

しますけれども、自由化によってファイナンス環境が非常に変化した。これまでの総括原
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価による料金規制で大規模な投資が確実に回収されるという環境が満たされなくなった。

そういう中で電力事業者が原子力のような、非常に大きな初期投資を必要とするような電

源を開発するということは難しくなってきているわけです。 

  今、止まっている原子力発電所を動かすことは経済的にも理に適いますし、また望まれる

ことなわけですけれども、新しく新設、リプレイスとよく言われるその課題を解決するに

は単なる政治的な意味だけではなくて、こういうシステム改革の自由化の中で、料金によ

る回収が不透明になっている中で、ファイナンスがつくかどうか。これは日本の問題だけ

ではなくて、欧米も同じ問題に遭遇したわけです。このファイナンスの支援策を何らかの

形でとっていく必要があるのではないかという問題であります。 

  ２番目に、これからの議論になると思いますけれども、バックエンドの核燃料サイクルの

問題、最終処分の問題というのは、ここ最近政治家の方々が話題にしていますし、また重

要な問題ではあるんですけれども、それ以上にやはり再処理、ＭＯＸ、そういうプルトニ

ウムの利用についてどうしていくのかということのほうが、より喫緊の課題として眼前に

あるわけです。その核燃料サイクル政策について、まだ本格的に総合的に解決していこう

という検討は始まっていないと認識しています。エネルギー基本計画が昨年見直しが決ま

ったわけなんですけれども、２年後にはエネルギー基本計画をもう一度見直す時期が来る

わけです。その時点において、先ほど申し上げたリプレイスや新設という問題を取り上げ

ようとするならば、このバックエンドのほうの政策的な考え方がしっかりとまとまってい

なければ、そこまで行き着かないとも思われますので、今後１、２年は核燃料サイクル、

バックエンド問題が中心の課題になろうかと認識しています。 

  三つ目に、これもここで議論する問題ではないかもしれませんが、御存じのような規制委

員会と事業者間のある種のぎくしゃく関係がずっと続いてきた中で、規制の在り方、ある

いは安全規制の国民に対するコミュニケーション、こういったものがまだまだ不足の状態

で、再稼働を急げば急ぐほど、地元住民、あるいは国民一般に対する安全規制の考え方を

理解していただくことが非常に重要になってきているわけです。そこについての活動がま

だ不十分ではないかというのがこの三つ目の不透明性であります。 

  それに加えまして、ここ最近訴訟で原発差止めの仮処分が行われるとか、あるいはいろい

ろな場面で訴訟が起こっているわけです。下級審ではありますけれども、今後ともこの訴

訟問題も事業を進めていくという観点からはリスクのあるポイントかというふうに思いま

す。こういった三つの不透明性を順次糸をほぐすようにそれぞれ考えていかないといけな
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いということであります。 

  これを裏返していいますと、今後中長期的に原子力を維持するための必要条件ということ

を考えますと、まず政治の意思というものが明確に示されなければならないわけです。行

政がいくらいろいろな措置をしようとも、それを国会で最終的には予算や法律の形で通し

ていく必要があります。そういう中で原子力がこれまである種の特別な技術としてエネル

ギーのオプションの中でも重要視されてきたのは先ほど申し上げた政治的なバックアップ、

そういう意思があったわけでして、今後ともこの原子力というのはほかの電源に比べても

特別に必要だという共通認識が政治レベルで共有されないと、いろいろな原子力関連の制

度設計に影響するのではないかと。ちょっと古い言い方かもしれませんが、官民一体の推

進体制を再構築する必要があるのではないかということであります。 

  ２番目のファイナンス問題は、１番目と裏腹なんですけれども、今までの公益事業の電気

事業法上のいろいろな投資の回収のシステムがある中では民だけでやろうと思えばやれた

かもしれません。ただ、今後はそれが自由化されるということですので、ますます民だけ

ではやれなくなってきた。そういう中で、長期安定的な資金をどう確保するかということ

が必要になり、イギリスではフィードインタリフの原子力版であるＣｆＤをやり始めたり、

あるいは米国では公的な債務保証をつけて、ファイナンスの面では少なくとも国の介入を

是認してきているわけですけれども、日本の場合はそれに加えて原子力損害賠償法をどう

するかということもファイナンスリスクの文脈からとらえるべきでありまして、特に原子

力損害賠償制度について、今、見直しが始まっているわけですけれども、金融機関、ある

いは保険機関から見た場合の原子力事業のリスクをどういうふうにカバーするかという問

題でありますので、その現場制度の見直しの最後の出口がどうなるかによって原子力事業

のリスクの大小が決まるということになるわけであります。 

  三つ目に、先ほど規制の問題と申し上げましたが、実は事故の直後ですし、余計にそうで

すが、技術の新陳代謝を促進する、つまりイノベーションを促すような安全規制になって

いるかという観点から規制を見直した場合に、危ないから規制するんだという観点が先に

立っているのではないか。それだけのような印象もありまして、特に研究炉、あるいは実

験炉、こういうところにおける安全規制と商業炉は全く一緒のベースで規制として考えら

れているというのが実際の原子力面であらわれている話ですけれども、例えばスペック規

制から性能規制という面もこういう技術の新陳代謝を促す一つの考え方であります。 

  これを正面からとらえて、技術のイノベーションを促進する安全規制とはどうするべきな
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のか。これを白地から制度設計していかないとまだ原子力の場合は生まれてから、軽水炉

の場合最後の廃炉までワンラウンド終わりかけているだけで、完全に終わってまたツーラ

ウンド目に入っているわけではないので、いろいろな第一ラウンドにおいて認識された設

計上の問題点、あるいは設計上のこうすれば改善できる、あるいは材料の新しいもの、こ

ういったものを試行錯誤的に実装していくという点において、安全規制がある種の邪魔に

なってしまっていては、ツーラウンド目にいいものはできないという問題もあります。先

ほどのリプレイスや新設を考えていくには、特に安全規制と技術開発の促進というものを

どう両立させていくかという制度設計が必要になるということでございます。 

  そういう認識から、我々の報告書においては、特に２番目にお配りした１－２という参考

資料なんですけれども、核燃料サイクル政策改革に向けてというここの中に前に書いてあ

ることが凝縮して書いてあります。私の立場からすれば、技術や人材の維持の観点からや

はり原子力はオプションとしてエネルギー政策上維持していくべきだと思っていますので、

その必要条件の１番に技術、人材の維持があるわけですが、これをするためにもリプレイ

ス、新設という技術の現場、これを日本国内に確実に維持しておく必要があるというふう

に認識しています。そのためにそれを立てるためのファイナンスである民間資金をどうや

って呼び込むかというリスクの官民分担論が解決しなければならない課題になるわけです。 

  そして、バックエンドについては、関係者の皆さん、方針は維持されているものの、実際

上どこまでうまくいっているかという問題については、あまり芳しくないということは共

通理解であると思います。そういう中で、廃炉、あるいは中間貯蔵というフロントに近い

部分と真ん中に当たる再処理、ＭＯＸ、そして最終処分、バックエンドでも三つぐらいの

フェーズがあるわけですけれども、それぞれについて一歩一歩ですけれども、若干ずつ制

度責任の措置が行われているわけですが、一言で言えば、パッチワークのような制度の見

直しになっているわけで、もう少し統合的な取組、そしてロードマップを考えていかない

と、核不拡散上の問題も含めて、非常に日本のエネルギー政策の総合的な整合性が説明で

きなくなってくるという可能性もあるわけです。これについての期限も待ったなしという

状況だと思っています。 

  そして、炉規制法の話については、またこれも報告書に詳しく書いてございますけれども、

例えば世界最高水準のレベルの安全規制という言葉がよく使われますが、これが一体何を

あらわしているのかについては皆さん共通の説明ができていないのではないか。共通の説

明ができないと一般国民からすれば心配だけが増えるわけで、誰の言うことを聞けばいい
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かという問題になるわけです。 

  こういうことの一番根っこにあるのは規制委員会の規制基準に関する規制哲学、方法論、

どうやって安全、リスクをマネジメントしていこうとしているのか。そして、どういう考

え方でリスクを最小化していくのか。場合によっては安全目標論も含めて議論をしていか

ないといけないし、文書化していかないといけないわけですが、まだそこが足りてない分、

まだ一般社会においては安全問題についての共通理解ができてない。特に、司法について

も安全規制についての正しい理解をされているとは思えないような判決まで出ているわけ

ですから、ここが緊急の仕事になっているのではないかと思います。 

  さて、これが全体どうやって解決するかの枠組みとして提示したものでございます。字が

多くて申し訳ないんですけれども、まず一番上にサブタイトルのように書いてありますが、

原子力事業監視環境整備法案の制定と炉規制法の改正というふうに書いてあります。もち

ろん私案なわけですけれども、原子力について、事業を進めるという環境整備、これを重

点的に申し上げてきたわけです。逆に自由化の中で、原子力を捨てるという事業者が出て

きてもおかしくはない状況であるわけです。原子力が事業上、維持できないとして、それ

を切り捨てる形で分社化していくという可能性ももちろん出てきているわけで、ドイツで

は実際にそういう動きもあるわけで、日本でもそれがないとは限らない。今までのように

電力会社はある種つぶれないという制度設計のもとに、原子力のような長期にわたるよう

な事業をそこが支えるということがある種の大前提で、かつ問われることのない共通認識

のようになっていたわけですが、それが自由化ということになりますと、撤退せざるを得

ない事業者も出てくるかもしれない。そういうときに廃炉はどうするんだ、使用済燃料は

どうするんだ、というようなことが置き去りになっては困るわけであります。そういう意

味で原子力の事業をやっている事業者が財務的な問題を抱えたり、あるいは撤退しなけれ

ばいけないような話になってきた場合には、ちょっと下のほうですけれども、再編という

ことも考える、そのためにそれを促すような資本注入をすることができるようなある種の

機構をつくって事業を監視していくべきではないかということも申し上げています。 

  財務リスクを遮断しながらも一方で財務状況を常時監視していくために支援、アクセルと

ブレーキ両方を持つような機構、これを制定すればどうかということでございます。逆に、

こういうものをつくって、総合的に見ないとこれから個別の原子力事業者が倒れていった

り、あるいは再編をしようとしていったりして、政府が個別の企業にどう関わるかという

ような形になってしまいかねないものですから、そうなると余計に政府もまた動きづらい



－25－ 

という問題もあって、そういう意味ではもっと一般的に言えば、産業革新機構とか、そう

いうものが今存在しているわけですけれども、あるいは預金保険機構とか、そういったよ

うなものの並びとしてこういう事業機構を考えてはどうかという提案でございます。 

  その際には、原子力損害賠償制度も同時に見直しが行われてなければなりませんし、それ

に伴って原子力損害賠償支援機構の一般負担金が一体どういう意味を持つのかということ

についての議論もなされていなければいけないわけです。こういった不透明な部分が明ら

かになって初めてこの左端にある民間資本市場からの調達ができるようになるわけですの

で、それぞれの課題について誰か一人司令塔をもって、こういうことを考えていく部署が

必要になってくるわけです。それを少し上のほうに、逆に申し上げると事業監視環境整備

機構を監督する官庁として原子力政策を実施する主体を経済産業大臣に一元化したらどう

か。 

  安全規制は原子力規制委員会ですけれども、一方の原子力政策全体はもうどこか一つの大

臣に一元化するほうがいい。それの大きな方針というのは、原子力政策基本方針のような

ものを閣議決定として打ち立てるということが必要で、それには規制の安全目標もセット

で考えるべき話かもしれませんけれども、閣議決定をつくって進めていくんだということ

を法案の中に書き込んでみたらどうだろうかという提案でございます。 

  右下のほうを見ていただくと、核燃料サイクルの事業分担と書いてあります。これまでい

ろいろな歴史的な経緯の中で、核燃料サイクルは民がメインでやるということで進んでき

たわけでありますけれども、ことここに至っては、日本原燃の問題、あるいは中間貯蔵の

問題、もちろんＮＵＭＯについてはそうなんですけれども、民だけではなくて官のほうも

ある程度リスク、そして政策の責任、こういったものを分担していくことを国がもう一歩

前面に出すということが必要になってきているのではないかという認識を持っています。 

  もちろん民間事業者が今まで投資してきたわけで、オペレーションは民間事業者がやって

いるわけですから、安全にそこを運転するという履行責任があると思いますけれども、国

が先ほど申し上げた機構を通じて、政策決定をし、責任を持っていくということがこれか

ら望まれるのではないかと思います。その場合に、イギリスのＡＤＡ、廃炉機構みたいな

考え方、制度の例というものも学んでいったらどうかと思っております。 

  これはさっき言いましたＣｏｎｔｒａｃｔ ｆｏｒ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅの話なので省

略します。 

  原子力損害賠償制度について、実は我々の２１研では一つの提案をさせていただいていま
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す。実はここからこの原子力の事業環境整備について考え始めたんですけれども、２年く

らい前に出した報告書の内容であります。 

  今の状況は皆さん御存じでしょうから御説明しませんけれども、将来どうするべきかとい

うことで、二つのポイントがあります。一つは、これまでの原賠法は私対私という不法行

為の延長線上にある民放の特例という形で存在してきたわけなんですけれども、言うまで

もなく福島の現状を見ると、地域コミュニティをどう再生していくのかという問題、原子

力の被害というのは単に事業者と個人という関係だけで発生しているわけではなくて、コ

ミュニティ自体が破壊されるということがあるんだということを強くみんなが認識したわ

けであります。 

  したがって、女性についてもあるいは地域再建についてもいろいろなパッチワークの法律

をつくってきたわけですけども、今後原子力損倍賠償制度を考える場合に、一番上にアン

ブレラのように書いてありますように、原子力災害補償と地域再建をセットで考えていく

という法体系が必要になってくるのではないかというのがここのポイントの１番目であり

ます。 

  ２番目は、いわゆる有限責任、無限責任の問題なんですけれども、ドイツやスイスで事業

者が無限責任だと言われていますけれども、実はあの法律はよく見てみると、基本的にあ

る大規模な損害が起こると、国も出てくるんだということが前提になっている無限責任論

なんです。どっちにしたって、事業者の資産を超えてコンペンセーションすることは無理

なので、そうなったら国が出てこざるを得ないという認識が組み込まれている法律なわけ

です。たまたま向こうはそういう大きな被害がなかったので、これまで発動されていない

のでわからないわけなんですけれども。一方で、アメリカのほうは有限責任とよく言われ

ますけれども、プライス・アンダーソン法で決まっている賠償の責任の上限を超えた場合

には、大統領がこれぐらいかかりそうだという総額を決めて、どうやってそれを回復し、

どういう予算を使ってそれを埋めていく、それを更に事業者にもう一回請求するという点

も含めて、実際に提案をすることになっています。 

  したがって、プライス・アンダーソン法は有限責任であるんですけれども、もう一度国が

出ていくときに再度原子力事業者に追加負担を要求することもできるような、場合によっ

ては法律として発動できるようになっていますので、そういう意味ではアメリカ、ドイツ、

スイス、そして日本も大して本質的には変わらない。つまり官民両方が合わさって事故に

対処していくという趣旨はそれほど変わってないわけであります。 
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  そういう意味では、今無限責任である日本の損害賠償法を有限責任にするのは非常にある

種の抵抗感があろうかと思いますけれども、事業者がどうしてもできない場合に、国、自

治体が出てくる災害補償・地域再建法という法律をセットで考えることによって、官民両

方が分担していかざるを得ない、その現実を合わせて見た法体系にするべきではないかと

いうふうに提案しています。 

  その際に、原子力事業者、今事故を起こしたところだけが損害賠償責任を追うことになっ

ているわけで、それは当たり前、今の民法の特例で言えば当たり前なんですけれども、も

う少し保険制度を相互扶助的なものにする、プライス・アンダーソン法の相互扶助制度を

日本でも取り入れて、ある種の共済組合、これをつくることによって事業者間同士がお互

いの安全対策について自分もインタレストを持つという立場から厳しいピアレビューを相

互に行うということを促してはどうかということであります。 

  今の支援機構の一般負担金もそういったものがほんわかとして構想されているんですけれ

ども、実際にそのピアレビューをやるＪＡＮＳＩの制度とリンクされているわけでもあり

ませんし、また保険料にリンクされているわけでもありません。そういう意味では、もう

少しそのリンクを強める形で、相互扶助制度をとることによって、原子力の安全性、有限

責任はするんだけれども、仕組みとしてビルトインすることによってより安全性を高める

という方向で改正してはどうかという制度、提案でございます。 

  もう一つの大きな問題は、これから原子力はオプションとして残していく場合の研究技術

開発体制の問題であります。論点、問題が大きすぎて、ここで結論を出すわけではないで

すけれども、どういう議論をしておかなければいけないかという点を列挙してあります。 

  まず、原子力は電力供給のためにするのか、それともそれ以外のものも含めて原子力の研

究開発を考えていくのか。これはすごく大きな差が出てきます。というのは、その次で誰

がどのような内容フェーズのＲ＆Ｄを行うのかというときに、電力事業者というものが、

ここでは原子力事業者ですけれども、これがどこまで関与していくつもりがあるのかとい

うこととイコールだからです。つまり電力供給の手段として原子力を開発するということ

でなければ、原子力事業者は全く関心ないわけですし、投資する意味もないわけです。 

  また、フェーズを考えた場合、原子力事業者にしてみれば、原子力が使える技術として実

証されたものを取り入れていくという段階からしか関心を持たないわけで、基礎研究、あ

るいは実験の非常に初期段階に当たる研究フェーズは自分のところで投資する余裕度は今

の自由化の中ではもうなくなっていくだろうと思っています。したがって、日本にとって



－28－ 

はメーカー、そして研究開発法人や大学、こういうところがこれからの原子力のメインの

基礎研究を担っていかなければいけないわけですけれども、そこの財源をどうするのか。

その次のポイントになるわけですが、財源は税なのか、電気料金なのかというときに、先

ほど申し上げたように電気に出口があるということが確定しない。日本の電気供給に何ら

かの形で活かしていける研究開発かどうか。 

  それが電気料金で回収する正当性になるわけですけれども、これからそうなのかと、例え

ば輸出をするときの炉を開発するために必要な基礎研究となったときに、どうして日本の

電気料金から払わなければいけないのか。税としてそれをある種の産業振興として税を突

っ込んでいく理由があると思います。電気料金ではなくなるわけです。一例を言えばそう

いうことなので、誰が負担をするべきなのかということについては、十分議論していかな

いといけないということであります。 

  また、原子力というのは総合科学技術基本計画にもほかの技術分野と同列に議論されて置

かれているわけではなくて、最初からマークされているというか、別の分野なんであると

いう認識でこれまでは来たわけであります。一般の科研費と原子力がそのフェーズで争っ

ているわけでもないという状況の中で、今後はそうはなかなかいかなくなって、原子力と

いえども特別扱いをされるような技術ではないというのが一般的な認識ではないかと思い

ます。 

  もちろん原子力に携わっている方、原子力だけは別なんだと思われるかもしれませんが、

実際にはそうはいかないのではないかと思います。そういう意味では、科学技術基本計画

の中で原子力をどう考えるのか。科学技術基本計画というか、科学技術政策の中で原子力

をどう考えるのか。先ほど申し上げた電力供給というリアルなサービス上の源流にある原

子力という研究と科学技術による日本の競争力強化という軸で原子力を見るというのは、

一緒のようでいて、別の形からの議論なので、そういう意味でちょっと説明が下手で申し

訳ないんですけれども、研究技術開発資源をどういう財源で賄っていくのか。そして、誰

がそれをインタレストをもって見ていくのかということについて整理が必要になっている

ということでございます。 

  ４番目の規制関係の話は先ほど詳しく申し上げたので、省略をさせていただきたいと思い

ます。 

  最後に付け加えれば、原子力安全問題の混乱の原因、先ほどちょっと申し上げましたけれ

ども、まずは安全とかリスクとか規制基準とか深層防護とか、基本的な概念に関して専門
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家の意見も若干割れているという中で、国民に対して共通理解をしてもらえるようなマテ

リアルを全員でつくっていくべきであろうかと思っています。 

  まずそれがなければ、何しろ国民に説明できないわけですので、実際にそのマテリアルを

つくることを政府がしないのであれば、もう民ベースでつくっていったらどうかというこ

とも考えております。 

  ２番目の役割分担と責任所在の不明確性ということなんですけれども、これも話すと長く

なりますけれども、規制委員会以外の政府は原子力の必要性、日本が原子力を維持する必

要性について国民に説明するというのが一番重要なポイントになるわけです。 

  逆にその必要性がある、なしを規制委員会に投げつけて規制委員会がブレーキをかけない

といけないんじゃないか俺たちは、みたいなことを考えるような立場に置いてしまうこと

自体が不幸なことでありまして、政府、つまり規制委員会以外の政府がそういう点をきち

んと原子力が必要だということを誰もぶれずに決める。そして、規制委員会は利用すると

いう前提で、安全性についてのチェックを行うということをしないと、利用させるかどう

かも決めますというような判断を規制委員会に委ねるというのは明らかな誤りであろうか

と思います。 

  また、逆に、事業は規制委員会にすべてを委ねて、規制委員会から合格証をもらえば、そ

れで終わりだと。それでもう安全が証明されたかのように住民に説明していくのも、先ほ

どの１の基本的概念からすればそれは間違いですし、また安全神話の時代に戻りかねない

わけで、事業者に求められている今の自主的な取組とよく言われますけれども、私は自主

的というのはさぼっていいみたいな言い方になるので、主体的な取組と申し上げています

けれども、規制委員会が何か言うからこうするんだ、規制基準がこうだからこうするんだ

というような受け身的な考えではなくて、主体的に自分の頭で考えてやればいいのではな

くて、なぜこれをやるべきなのかということを考えながらやるというくせをつけていくと

いうのが事業者にとっての責任だろうと思います。 

  ３番目は省略をさせていただきますけれども、原子力の安全問題について、この場ではな

いかもしれませんけれども、皆さんも是非個人的に共通の問題意識を持っていただければ

と思います。 

  ちょっと長くなりましたけれども、以上でございます。 

（岡委員長）ありがとうございました。それでは、阿部委員からどうぞ。 

（阿部委員）澤さんの話は何度か聞かせていただいて、書き物も読ませてもらいました。澤さ
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んのお話は理路整然としていて、説得力もありますが、ただふと思うのは、澤さんの議論

はすべて原子力をやることはいいことだという大前提に基づいてやっていて、そこのとこ

ろはあまり、そもそも論は議論がないような気がします。一体、それはどうしてなのでし

ょうか。 

（澤氏）私の経歴の御説明のずっと以前ですけれども、１９８１年に通産省に入りまして、そ

のときにエネ庁の総務課に配属されました。実は８１年というのは第二次オイルショック

の直後で、スリーマイルの直後で、更に日本では敦賀の日本原燃が放射能漏れをしたみた

いなことで大騒ぎになっていて、かつ石炭の夕張炭鉱が落盤事故を起こしたという、エネ

ルギーにとっては無茶苦茶危機の状態の中で、エネ庁に入ったものですから、そのときの

長期需給見通しをやっているのを横で見ている中で、日本の資源構造の中で、原子力のよ

うなオプション、これを残しておかないとものすごく脆弱になるということが実感として

わかったのがもう根っこでして、これはなかなか人に伝えるのは難しいんですけれども、

原子力をよほどのことがない限り、オプションとして捨てるということが頭に浮かばない。 

  ですから、事故の後も、事故を乗り越えることはもちろん必要なんですけれども、技術と

して捨ててしまうということを一つ事故があったからといって全部アウトに、なしにして

しまうというのは、オプションとして到底日本はそんな余裕はないという観点で、一番エ

ネルギーセキュリティの観点から原子力は必要だということを常々申し上げてきました。 

  民主党の政権下におけるエネルギー政策論をやっている人とも延々議論してきたので、最

近は、その話は飛ばして原子力は必要だという前提で申し上げていることが多いので、お

っしゃったように、そこが丁寧に説明していないんですけれども、もう一度申し上げれば、

今ＣＯ２の問題で原子力を取り上げる方もいらっしゃいますが、私は日本のコンテキストで

はやはりエネルギーセキュリティから原子力は必要だと思いますし、それが不要だともし

思われてしまったら、ＣＯ２だけでは原子力の生きる道、生きる意義を日本の中で見出すの

はなかなか難しいのではないかと思っています。 

（阿部委員）電力を消費する立場の人から、あるいは国民の立場からすれば、必要な電力、エ

ネルギーが供給されて、二酸化炭素もあまり出さず、かつ供給の不安もないものがあれば

それでいいわけですね。それが原子力である必要がない。あるいはそれがウランを燃やす

軽水炉である必要もないんですね。今、いろいろな科学技術の議論がなされていて、原子

力についても軽水炉以外のいろいろなやり方があるじゃないかという議論もあります。将

来的には核融合という道もある。 
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  自然エネルギーについても今いろいろ指摘されている短所について、貯蔵能力、あるいは

効率性、いろいろ改善すれば、より安定的に安く供給できるようになるという説がいろい

ろありますが、例えば今世紀の後半になって、そういうものが手にはいるようになったら

澤さんは原子力にこだわることはないとお考えになりますか。 

（澤氏）競争だと思っています。原子力も始まりのときに、先ほど申し上げたように特別に重

要だと位置づけて、予算も相当つぎ込んでやってきたように、スタートアップのときには

ある種の下駄を履かせて重要度の高いものは発展させていくわけです。今の再エネについ

ても、フィードインタリフにしても研究開発費にしても、相当の下駄を履かせながら今や

っているわけです。しかし、どこかでお互いにフェードアウトしていかないと、火力との

電源との競争という局面が永遠に来ないというのもやはりおかしいだろうと思っています。 

  例えば、一つのやり方としてなんですけれども、ちょっと説明を飛ばしてしまいましたけ

れども、イギリスがＦｅｅｄ ｉｎ Ｔａｒｉｆｆ ｗｉｔｈ Ｃｏｎｔｒａｃｔ ｆｏ

ｒ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅというシステムの中で、ＣＯ２を出さないゼロエミッション電源

として最も安くできるやつを競争調達で決めていこうという仕組みなわけです。競争では

あるんですけれども、ストライクプライスというのを決めて、それの前後の補填をしてい

くという考え方、ある種の総括原価になるわけです。あれは実は事業者が原子力をやりた

いと思うか、風力をやりたいと思うか、どっちを思ってもいいわけですが、あの制度の中

でどっちのほうが自分は儲かるかということを考えながら応募するわけです。そうすると

政府側がピッキングウィナーズをしているわけではなくて、事業者がその制度の中でどっ

ちが有利かを考えて持ってくる制度になっているわけです。 

  将来的には、僕は日本でも同じような意味で、コストだけを考えたら今みたいな仕組みな

んですけれども、ある種のセキュリティの問題、ＣＯ２の問題がいろいろあると思いますけ

れども、基本原子力と再エネを競争させていくという方向で考えていけばいいのではない

かと思います。２０１１年以降の議論はどちらかというと再エネにものすごく下駄を履か

せて、原子力をやめろと一方的な競争じゃない形で、強制的にこっちを勝たせようとして

いるような議論が多すぎて、少しそれはちょっとやり過ぎではないかと思います。 

  だからといって、再エネをゼロにして、原子力だけ維持すればいいということにももちろ

んならないわけで、不思議なんですけれども、原子力を推進する側の人は再エネを否定す

る人はほとんどいません。再エネを推進する人が原子力を否定することは非常に多いんで

すけれども、そういう意味では原子力を推進する側の人のほうが、エネルギー政策をどう
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やってバランスさせていくのかを真剣に考えているのではないかと思っています。 

（阿部委員）私も最近の議論を聞いていて、エネルギーミックスについても再生エネルギーか

原子力かという議論になっています。再生エネルギーが戦うべき相手は二酸化炭素を出す

化石燃料だと思うんですけれども、何となく変な対立軸になっているのはおかしいと思い

ます。 

  澤さんのお話を伺うと、このままでは原子力はやっていけない。いろいろ支援策が必要だ

と。こういうことが全体のアイデアですが、でもはたと思うのは、最近経済産業省が出し

た電源コストの比較、あるいは経団連その他のいろいろな議論を聞いても、原子力は安い

んだと、だから使うべきだと、こういう議論ですよね。安いなら何でこの支援が必要なん

ですかね。 

（澤氏）さっき申し上げたように、初期投資にかかって、後で回収するという時間軸の偏りが

ものすごく大きいのが原子力なんです。全部平準化したときの積分は同じなんですけれど

も、ファイナンス上、何千億を調達することが非常に難しいので、このファイナンスの期

間が将来確実に回収できるという仕組みを持っているものであれば、このお金を出してい

いと思うものなのに、それがないと出せないという状況になるわけです。 

  実は、さっき申し上げた総括原価主義というのが、火力も含めて全部にかかっていたわけ

です。電力会社の人もあまり意識してないんですけれども、あれは儲けさせる制度ではな

くて、コストを回収するシステムだということをもう一度自由化のときに再認識しなけれ

ばいけないんですけれども、実は、フィードインタリフの再エネだけ総括原価主義を残そ

うとしているわけです。総括原価主義の権現みたいなものなんですね、フィードインタリ

フは。ほかは全部はずそうとしているわけなんですけれども、火力発電は世界中どこを見

ても外れているから、総括原価から外そうなんですけれども、原子力を外すべきなのかど

うなのかという議論が、あまりにも不十分にしかされてなくて、この電力システム改革が

進んできているものですから、今、問題になっているわけです。 

  ここからまた二つに分かれるんですけれども、現状のものはすでに償却済みのものがほと

んどなわけです。したがって、変動費だけでコストをはかれるので、さっきおっしゃった

発電コストワーキンググループの話は、あれはモデルプラントを固定費から見ようという

話なので、ちょっと違うわけで、現状の止まっているものを動かすのは最も安いというこ

とは間違いないわけです。それは電力ユーザーや経団連やそういうところが原子力を動か

しほしい、なぜならば安いからだという議論が一つあって、それを資本費から見るのも安
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いという議論と混同している人もすごく多いです。 

  資本費のほうから見た場合にも、今、おっしゃったように原子力が一番低いんですという

答えにはなっています。ただ、実際にそれを事業として始めるかどうか、新しいプラント

としてそれを立てるかどうかとなると話が別になってくるわけです。発電コストとしては

安いけれども、事業のリスクプレミアムというのは非常に大きいというふうに自由化の制

度の中ではきっと思うんです。原子力については。 

  ですから、例えば１０円の発電コストであったとしても、それを４０年にわたってコスト

回収ができるのかどうかというのは、商売として原子力をやるかどうかの判断なので、あ

の発電コストの比較とは関係ない、関係ないというか、あれに加えて事業リスクプレミア

ムというのを乗せて判断するわけなんです。 

  何が言いたいかと言うと、発電コストにおいては、計算どおりだと思いますけれども、２

０３０年になって、新しく建てるとしたときに、それが原子力なのか。僕はＣＯ２の問題が

なければ多分石炭に負けると思いますけれども、原子力は。事業者は多分やるとしたら石

炭をやると思います。ただ、そのときにおいても、再エネを果たして原子力にかわってや

れるかというと、まだそこにコスト差があまりにも大きければ真ん中の火力に多分いくだ

ろうと思います。 

  したがって、火力は発電コスト上は原子力よりも高いですけれども、実際に事業としてリ

アルに出てくるのは原子力ではなくて、化石燃料だという可能性は十分あると思っていま

す。そういう意味で、コスト論というのは、コストが安いなら原子力がどんどん出てきて

いるはずじゃないかという方もいらっしゃるんですけれども、そういうものとは違って、

商売としてやるときには別の考慮も働くので、そこは実は発電コストワーキンググループ

の報告書の中にも事業リスクプレミアムは含んでいないと書いてあります。そこがあまり

説明されていないので、今みたいな話になります。 

（阿部委員）でも、たしかコスト計算では、例えばバックエンドの再処理コストとか、高レベ

ル廃棄物の処理コスト、あれはたしか電力だけに掛けることになっていますよね。将来の

原子力発電量にそれを掛けて割り出しているんですね。ですから、全部に、ほかの電源に

も割り振っているわけではないわけですよね。 

（澤氏）あそこに書いてないのは、事業の利益が書いていません。つまり利益でどれくらい見

込めるものでないと商売しないぞと。この利益を最初に投資家に対して配当をどれぐらい

出すからねとか。あるいはこれぐらいの金利を払うから貸してよねとか。事業を行うとき
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のお金はコストに加えて、何か事業をやるときの将来の利益がこれぐらい上がるというも

のを説明しないと集まらないわけです。それが書いてないので、原子力みたいな、さっき

の現場訪問、危ないじゃないかとか、規制委員会がノーと言えば絶対に動かないじゃない

かとか、そういうことは出す側が判断するわけですから。 

  そういうことがあったとしても、おたくにはこれぐらいの投資配当が回りますよというこ

とを言わないと駄目なわけです。事業者は発電コストがこれぐらいであっても、事業リス

クプレミアムがこれぐらい乗らないとできないとなると、火力のほうが事業リスクプレミ

アムは少なくて済む。となれば、最終的に事業を始めるときの値段は石炭のほうが安いと

いう可能性があるということを言っているわけです。 

（阿部委員）そうすると、ある意味では、事業を始めるリスク、初期投資の大きさ、これがそ

うであれば何とか銀行は当然そのリスクを金利とかに上乗せして請求するはずですね。そ

れはコストの計算に入れるべきではないですか。人為的に安く見せていることなのかと。 

（澤氏）安くというか、あれは事業リスクであって、発電コストワーキンググループなので、

だから先ほど申し上げたＣｆＤ、Ｃｏｎｔｒａｃｔ ｆｏｒ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅの仕

組みを政府が用意してあげれば、事業者が原子力を持ってくるか、再エネを持ってくるか

わかりません。発電コストのワーキンググループの結果とは違う結果が出てきてもおかし

くないです。 

  ただ、原子力を私のように維持するというオプションを選ぼうと思っているほうからすれ

ば、政策論的には今何を説明してきたかというと、そのリスクをできるだけ軽減していく、

つまり損害賠償については有限責任にする、規制委員会の規制についてはもっと事前予見

性を高めるとか、そういったことをやった上で、更にストライクプライスみたいな制度を

入れることによって原子力については事業リスクプレミアムをそんなに大きく乗せなくて

いいように、制度設計すればいいのではないですかということを申し上げているわけです。 

  逆に言えば、それができないと原子力の事業リスクがものすごく高くなってしまって、誰

も民の事業者では多分やらなくなる。それがアメリカだの、イギリスだの、諸外国で自由

化が進んだ後の実際の世界でしたから、何も反原発運動で原発がなくなっていったわけで

はなくて、ファイナンスの問題がほとんどなんです。そこの問題をちゃんとやらなければ

いけないんですけれども、経済産業省のこれまでの議論の進め方が自由化をやることに急

ぐあまり、原子力についての今後の状況について必要になる政策支援措置の整備がまだで

きていないということをずっと危惧してきたわけです。 
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  ですから、外でこういう報告書を出してその検討を促そうとしてきたのがこれまでのあれ

で、その結果として原子力小委員会の議論が事業関係整備という言葉になっていますし、

更にもうちょっとすれば核燃料サイクルの話が多分始まるだろうと思っているんですけれ

ども、若干ぎりぎりのタイミングに来ているのではないかと思います。 

（阿部委員）損害賠償が無限責任で、電力会社が責任を全部追求されてはとてもやっていけな

いと。しかしながら、はたと考えると、今、旧電力と原電、原発を持っている会社は全部

再稼働を申請しようとしているか、していますよね、ということは現在の状況においては

電力会社は心配してない。もし万が一また事故が起こっても、恐らく彼らの経営判断から

すれば今の福島方式が続いているだろうと見るのが妥当で、あれでやっていけると、つま

りあれはいわば電力会社でみんなで集まって無尽方式ですよね。金を出して、後で返すと。

それでやっていけるのであれば、これで問題がないということでしょうか。 

（澤氏）東電の事故の後、電力の市場が大混乱に陥りかけた中で、今おっしゃった支援機構の

枠組みができたことによって、金融マーケットのほうは落ち着いた。おっしゃるとおりの

状況になりました。ただそれが実際には電力会社の将来安穏としていていいということを

保障した制度ではないということなんですけれども、それがわかってないじゃないかとい

うこともそうかもしれません。 

  問題というか、自分が電力会社だとすれば、事故を起こそうとして運転しているわけでは

ないですから、自分のところの将来の経営設計は事故が起こらないことを前提にやはり建

てるわけなので、起こったときにこういう仕組みが用意されているから安心だと思う経営

者はほとんど僕はいないと思っています。 

  ただ、実際にそうなったときのモラルハザード論を経済学者の人とかはよく言うわけです。

そういうことで法的整備をしたらいいのではないか。破綻させるべきだとかいう人はたく

さんいると思いますけれども、実際上は、あの支援機構において一般負担金を払い込むこ

とよって、将来の事故への備えとしての基金を積んでいるような形になっているわけです。

ですから、ある意味、自分たちの保険料は払っているというつもりでやっているもので、

あんなに大事故になってしまうのは別ですけれども、その範囲内で払えるようなものの事

故に収まる場合には自分で負担した分で自分に返ってくるという印象でやっていると思い

ます。 

  一般負担は現金を実際に積んでいるんです。一方、アメリカのプライス・アンダーソン法

は、将来もし事故が起こったら、事後的に徴収するシステムです。ですから、今の財務負
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担にはならない。そこが大きな違いで、今までの総括原価の制度が守られている状況の中

では、日本の事業者も一般負担金を払ってもそれを電気料金で回収することは可能だった

わけですけれども、今後は自由化された後、一般負担金が果たしてどういうふうになるの

かによって、電気料金でもし回収されないとすると、現金を積むというのは、一体なぜ現

金を積まなければいけないのかという問題になってくるので、一般負担金の問題は頭の整

理をしなければいけなくなってくると思います。そうなると、原賠法をどういうふうに制

度設計するのかとほとんど裏腹なんです。 

  ですから、今、原賠法の見直しを始められていることはイコール支援機構の枠組みをどう

するべきなのかということにどうしても突っ込んでいかざるを得ないので、今ちょっとそ

の答えがあるわけではないんですけれども、そこはリンクしているとお考えいただいたほ

うがいいのではないかと思います。 

  期待するのは、お金の負担になってもいいんですけれども、それが原子力の安全性を高め

るための事業者の意識をそういうふうに持っていくような制度設計にしてほしい。つまり

自分のところが安全対策がうまくいって、稼働率が非常によくなって、安全に運転してい

ることが自分の利用度も増えるような形にする。逆に安全性に限ってトラブルが多いとか、

計画外停止が多いということになると、プレミアム料金も上がっていくみたいな。そうい

う制度設計がやれるチャンスだと思いますので、その面も含めて議論していただければと

思っています。 

（阿部委員）おっしゃるとおり、将来原発をやることが企業のリスクとしてやっていけるかと、

あるいは賠償の問題もある、安全基準もある。でも本来は、原子力はやはり国の安全保障

を考えると続けたほうがいいと。となると、電力会社はそんなに国が大事だと思うなら自

分でやってくれと。民間企業としてはとてもやっていけない。国有化してくれという議論

も出てくるかもしれない。私も福島事故の後ずっと様子を見ながら、ちょっと考えたんで

すけれども、日本の環境において、国営事業、例えば国鉄が昔ありましたが、結局あれは

国営といっても総理大臣がやるわけではなくて、運輸官僚がやる。かなりいろいろ口をは

さんで、かなり天下りもして、はたと考えると、原子力であれば当然経済産業省の方がや

ることになるかもしれない。結局実際にやる人が経済産業省の人たちが優秀にうまくでき

るのか。あるいは東電のような会社で採用した人ができるのか。 

  国営事業となれば、当然ながら財務当局も口をはさんでくる。今の日本の財政状況を考え

るともう節約、コストを下げろと、相当厳しく言ってきます。そうすると、安全対策にあ
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まり金を使うなということになるかもしれません。そう考えてみると、僕は現実の状況に

おいて、国営化するのは果たしてどうかなと思ったんですが、いかがでしょうか、澤さん、

どうお考えになりますか。 

（澤氏）これも以前からそう申し上げていますが、国営は、自分が役人だった時代から言うと

あり得ないと思っています。国営というときに、オペレーションをやるというイメージで

皆さんおっしゃるので、それは絶対にあり得ないわけです。仮にやるとしたら、今の電力

会社の人を全員公務員にするというような感じでやるんだったらまだできますけれども、

経済産業省で机に向かって仕事をしている人が突然オペレーションをやるのはそれは無理

に決まっています。国営というのは、国の関与というのは財務的リスクを国がどこまで取

るかなんです。賠償責任の話もそうですし、ファイナンスのときに公的債務保証というの

をアメリカがやると申し上げましたけれども、あれも８割ぐらいだったかやっています。

イギリスも実は公的債務保証をやるんです。 

  そういう公的な債務保証を電力の裏として政府保証債みたいな形にするとか、あるいはさ

っきの保険みたいな、保険制度を国が面倒見るとか、そういう形での国の関与というもの

がないと新しいプラントは多分できません。 

  ただ、今のプラントについては、電力会社も国営にさせるつもりは全くないですし、ある

いは株主の財産ですから、無理に国営化することは不可能です。ですから、そういう意味

では国営化の議論は二つの可能性があって、一つは先ほど申し上げたように、電力会社が

別の理由で破綻していく、自由化の中で競争に生き残れなくて破綻していくというときに、

持っている原子力発電をどうするのかという問題になります。ただこれも国営ではなくて、

多分ほかの電力会社に引き取ってもらうということが第一オプションになるはずです。 

  ２番目に、新しくリプレイス、新設ということをやるときに、国営というか、私が申し上

げている国の関与を増やした形での財務的なリスクを国がある程度分担してあげる形で事

業をやるということはあり得ると思うんですけれども、そのときにはそのでき上がった電

源のうちの電気の量のうち、いくらか公益的な意味を持つだろうから、要するに税金が投

入されている分だけは、そういう形で使う。例えば、自由化を進めるために市場に投入し

ろとか、そこの会社が好きなように売っちゃいけないぞとか、そういうような規制をかけ

ろという声が高まると思います。 

  そこまでくると、阿部委員がおっしゃったように、原子力というのを最終的に誰が必要だ

と思うかというふうに一番最後に思った人がリスクを取らざるを得ないわけです。ですか
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ら、そういう意味で国がわざわざ国の肝入りのような会社をつくって、そこが最後にやる

んだというふうにして、まとめていくという考え方はもちろんありますし、そこまでやる

んだったら、オプションとしても原子力はやめて、再エネにしても化石燃料にしても、そ

っちのリスクを取ったほうが、１年以上の備蓄をしておけば原子力と似たような感じだと

いう判断があって、そちらに移るというエネルギー政策の転換でリプレイス、新設をしな

いという考え方もあると思います。 

 そうなると今度は民が本当に経済的な利益が上がるから、原子力をやろうと思うかどうかに

判断が関わってくるので、おっしゃったことというのは、本当にそういう意味では５年、

１０年の間、つまりこれから４０年運転制限でいくつか廃炉になっていきます。そういう

中で、その決断が迫られる時期は来ると思っています。それが先ほど御説明したように、

次のエネルギー基本計画の見直しのときに、今おっしゃった論点がむしろクリスタライズ

されて、結構出て来るのではないかと思っています。 

  そうでないと、メーカーがラインを維持するとか、新しい人材を採用するかどうか。ある

いは大学の中でもどういう人材の定員にしていけばいいのか。そういうことにすべて絡ん

でくるので、一番重要なシグナルとして、政府がリプレイス、新設についてはきちんと判

断をするということはどうしても必要になってくると思います。そのときの形態として国

営になるか民営になるかの前に、そういう決断のほうを先にしなければいけないのではな

いかと思います。 

（中西委員）御説明、ありがとうございました。まず原子力発電については政治的にきちんと

サポートすることがすべての基盤だとおっしゃったのですが、最近、いろいろな方と原子

力の、特に福島事故の後に話すのですが、原子力はなぜベースロード電源なのかとも聞か

れます。再生可能エネルギーではいつも同じ出力ではなくふらつきますので、電力をまず

きちんと確保するのだということと、理解されています。ただ、ある人が変わるものを、

例えば再生可能エネルギーをベースロードと考えて、ふらつくところを補うためにきちん

とした、いつでも発電がきちんとできるもので補ったらどうかというようなことを言う方

がおらましたが、それについてはどういうふうにお考えになるのですか。 

（澤氏）それは、結果的には、例えばベースロードがあろうとなかろうと、今おっしゃったし

わとりをする部分は火力発電として必要になってくるので、風力をベースロードにして、

その上でしわをとるというのは実際にそれはやっているわけです、ヨーロッパでも。問題

は何かというと、風が吹いているときというのは、しわをとるためのバックアップ電源は
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動かせないです。ですから、もしもしわとりのための火力発電を中西委員が自分の会社で

持っているとしたら、毎日風が吹くなと祈らないといけないですよね。それがいつどれだ

け吹くのかがわからないと、その火力発電を維持する採算性がとれないので、今、どなた

がおっしゃったか知りませんけれども、ベースロードをその風にして、その上で揺れるや

つを乗せればいいのではないかというのは、それを商売としてやれるのかということまで

検討すると誰もいなくなるんです。それをやる人が。だから、ドイツで今一番問題になっ

ているのは、そういうことをやる人が誰もいなくなっていることが問題になっているんで

す。 

（中西委員）あともう一つは感想に近いのですが、１ページだけ原子力の研究技術開発が書か

れていたのですが、原子力発電というのはやはり科学技術のひとつの頂点といいますか素

晴らしい科学技術の一つの凝縮体であって、基本は科学技術だと思います。科学技術とい

うのはどんどん時間とともに変わっていくのですが、それはあるときの経済的な問題でも

あり、経済、社会、政治とサポートされていくところがあります。ただ、本来の科学技術

者から見た面や議論がもう少し入っていく余地があってもいいのではないかと思います。

この１ページには少し書いてはあるのですが、もう少し、これからの発展性、イノベーシ

ョンなどいろいろ考えられることがもう少し加味されてもいいのではないかと思いますが、

このような議論というのはどう行われているかを教えてください。 

（澤氏）科学技術基本計画などのほかの技術分野、今成長戦略とかみんな期待している分野が

ありますよね、そういうところと競争してくださいと言っているわけです。先ほどの阿部

先生の話ではないですけれども、原子力まずありきで、ほかは全部それ以下の科学技術な

んだという発想では多分これからは難しい。やはり科学技術の発展、維持のためには金が

いるので、その金を誰が投資するかというと、基本税金になってしまうわけです。あるい

は電気料金かもしれません。電気料金も税も非常に広い人に負担をお願いする形での財源

負担なので、国民の大半の人たちがそのためにお金が使われてもいいと思われる技術でな

ければならないので、科学技術の面が少ないのはもちろんそれは意識しているわけですけ

れども、逆に原子力の技術者が自分たちの技術がなぜいいものであって、必要であって、

先端性をあらわしているのかを国民に説明を今こそしてほしいわけです。 

  事故の後、誰も説明を躊躇しているケースも往々にして見られるので、そろそろ科学技術

としての原子力について、正面からとらえた議論をしていただきたいなというのはまさに

中西先生と同意見でございます。 
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（岡委員長）私も幾つか質問させていただきます。原子力発電は新規建設、原子力発電は長く

使うと非常に安価で、御指摘のとおりで、米国等の経験でもそういうことだと思うんです

けれども、投資を長期に回収するというところができれば、それをやることを特別とおっ

しゃっている。ちょっと質問の仕方をもっと変えますと、発電コストを下げるという話は

どうして出てこないのか。私がこれを引き受けたときに、事故だけではなくてやはり原子

力は日本の発展に貢献してほしいと思って引き受けたわけです。 

  御存じのように、アメリカ、韓国に比べて非常に高い電気料金になっている。韓国は日本

とほとんど状況は一緒で、しかも日本は今回再生エネルギーでまた大きな太陽光の導入を

約束してしまったのでますます上がってしまうということで、非常に困るなと思っていま

す。やはり原子力発電というのは、あるいは電力料金が下がっていくということでないと、

これは日本としては成り立たないのではないかと。子どもを殺して自殺した人もいるわけ

ですから、お金払えなくて。やはり経済弱者、母子家庭もあるでしょうし、非正規労働者

もたくさんいる。その中でもともと高い電気料金がもっと上がってどうするのかという感

じがします。 

  原子力国産化で日本では原子宇力で電気をたくさん供給できるようにして、非常に成功だ

った、原子力で化石燃料の輸入費をこれだけ削減したということももちろんいえるわけな

んですけれども、ちょっと振り返って考えてみると、やはり産業としては国際展開という

意味ではまずいところがあったのではないかと。政策としても。そういう感じがしており

まして、まずコストを十分に、国民の負担を下げていくという視点がやはり基本にないと

おかしいと思って、一言も出てこないのは不思議だなと思ったんですけれども、そのあた

りのお考えはどういうことでしょうか。 

（澤氏）発電コストというか、電気料金を下げるという趣旨では、今は再稼働することが最も

重要で、それは全然否定していないわけで、今日のカバレッジでは書いてないんですけれ

ども、１円なり１円５０銭/キロワットアワーの発電をやめているから電気料金が上がって

いるわけで、今、まさに電気料金を下げることに邁進するためには、再エネのフィードイ

ンタリフを早くやめて、原子力再稼働を早くやる。もうこれしか多分ないと思います。 

  今日申し上げていたのは、中長期的に原子力が、先ほど阿部先生がおっしゃったように、

常に安くおれるかという問題がぎりぎりの段階まで来ているのも事実だと思っています。

シェールガスが安くなる、それに引きずられて石炭も安くなるという中で、化石燃料で昔

は石油火力が多かったので、代替する値段も大きかったし、安全保障上の意義も石油を代
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替するという意味ではよかったんですけれども、いろいろなところで見つかる天然ガスや

いろいろなところで悪者扱いをされている石炭が余るという中で、原子力がずっとその優

位性を維持していくためには結構しんどい環境になってきていることは間違いないと思い

ます。 

  そういう意味では、新しいプラントを建てて、それを更に償却してまだ安くてやれるんだ

という、これまでは原子力で享受してきたような利益が今後とも見込めるかというと、相

当厳しくなってきているという認識でもあるわけです。ですから、今後は発電コスト以外

の面でも原子力の必要性について改めて日本のエネルギーの中には必要だという論拠、そ

ういう認識がないと、原子力を維持することがだんだんと厳しくなってくるだろうと思っ

ています。 

  もう一つは、ここに全く触れていないのは自由化の中で、調達するときに原子力発電の関

連施設、核燃料サイクルも含めて今までのように総括原価的な調達行動では多分駄目なん

です。どうやって安くつくるかという、どうやってメーカーを競争させるか、そういうよ

うなことについても真剣にやって、調達コスト自体を下げていくということが多分必要に

なってくるわけです。 

  そういう意味で、今後電力会社だけの話ではなくて、メーカーのほうも厳しい状態を原子

力の中では強いられていると思うんですけれども、逆にそれをメーカーが受けとめて安く

しようと思うインセンティブがあるとすると、国際的なマーケットの存在がなければ１基

だけ安くせよと言われてもすごい大変なので、１０基、２０基つくれるというそういう前

提がないといけないと思うので、日本の原子力の安く押さえて、かつ人材も維持していく

ためには輸出戦略というのが非常に必要になってきていると思います。 

  経済産業省もこの政権もそういうことには割と熱心に取り組んでおられますけれども、今

後、アジアにおけるマーケットをメインに他国、中国やロシアと戦っていくような、それ

こそ官民一体の輸出戦略を考えていかないといけないと思います。それがむしろ委員長が

おっしゃったことにつながっていく条件にもなると思います。 

（岡委員長）中国、ロシアは国家ファイナンスですから強いわけですけれども、ただそれだけ

でもなくて、やはり開発のモデルも変わってきている。国内でつくったものを国内で使う、

あるいは海外に輸出する、そういうイメージも変わらないと多分いけない。新興国と一緒

にやるとかそういうモデルもありますし、イギリスなんかではむしろメーカーが参加して

つくっていくという新しいモデル、これは意見なんですけど。質問は特別にとおっしゃっ
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ている意味が、今ある程度伺ったので、昔に戻るということに聞こえたものですから、そ

れはそうではないということだと理解をいたしました。 

  ただ、もう一つは原子力政策実施一元化と書いてあるんですが、もともとエネルギー政策

は基本的には経済産業省がやっていて、今もそうなっていると思うんですが、バックエン

ドとかいろいろな課題が、国が関与してやらないといけない課題があるということは理解

しておりますけれども、これとおっしゃっていることは何が違うのかと。 

（澤氏）ここで言えることでもないんですが、文部科学省と一体化するということです、一言

で言えば。 

（岡委員長）一体化するというのは。 

（澤氏）一体化というのは。 

（岡委員長）研究開発は今は文部科学省だし。 

（澤氏）そうですし、損害賠償法もそうですし。基本的に予算の分かれ方、組織の分かれ方と

いう余裕が原子力の中にないわけで、それとここの場で言うのもなんですけれども、原子

力委員会がこれまで担ってきた役割というものをある程度実施官庁のほうにも移していか

ないと、全体で支えないと、なかなか強力な委員会というわけにいかなくなってきている

こともあるので、そんなにたくさんの官庁が分かれて所掌するような状況ではないのでは

ないかと。経済産業大臣でなくても、文部科学省でもいいんですけれども、どこかの大臣

が一人で見るようなシステムにしないと駄目なのではないかという趣旨でございます。 

（岡委員長）研究開発のところは、イメージが多分違うんですね。やはりそれは実用化の責任

というのはメーカーにある。実用化の責任のところをはっきりさせてやるということは例

えば一つのポイントでないかなという感じがしますけれども。 

  研究開発については、放射線や加速器とかそういう部分もあるので何の話をしているかを

はっきりさせて議論した方が良い。エネルギーだけでいいのか、例えばイノベーションと

いいますと、それはやはりもっと広い、エネルギーは経済産業省の管轄ではありますが、

省庁が連携してやれれば一番よいはず、連携しないといけないと思うんですけれども。イ

ノベーションのモデルはいろいろあって、軽水炉のイノベーションは非常に大きな課題だ

と思いますが。すべてのイノベーションがメーカーに任せて出てくるという、そういうモ

デルではないのではないか。イノベーションのモデルはいろいろある。アメリカを見てみ

ると、イノベーションやベンチャーは大学が得意じゃないかと、それをもうちょっと広く

見ないといけないのではないかなと思います。 
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  実用化の責任のところははっきりしたほうがいい。研究費をもらって終わりでは困る。そ

れは過去の反省の一つだと思います。そういうことではないんですか。 

（澤氏）おっしゃっていることの半分は一緒かもしれませんけれども、さっき申し上げたよう

に、エネルギー政策、あるいは電力政策に出口があるものの上流過程においては一元化し

て見ないと責任を取る人がいないということで、メーカーが責任を取るシステムではない

じゃないですか。核燃料サイクルのうまくいかなくなった理由の一つはプロジェクトマネ

ジメントを誰がやっているのかなんです。ＪＡＥＡなのかメーカーなのか、あるいは電力

なのかというのがそれぞれの利害とそれぞれの組織維持とかの観点からいろいろとそのイ

ンタフェースが悪かったという問題も関係者の中では指摘されています。ですから、今後

それを再構築するという必要性については同意なんですけれども、そのときにいろいろな

モデルがあるとおっしゃってしまうと、少なくとも電力供給に最後出口があるものについ

てのプロジェクトのフェーズを経てやっていくものについて、ここの段階では文部科学省、

その次は経済産業省、メーカーがこっちから絡んできて、電力はこういうふうにやるみた

いな仕組みでは、もう本当にそんな余裕があるのかと思います。 

（岡委員長）それはそうですけれども、いろいろなモデルがあると言ったのは、そのエネルギ

ーのところのイノベーションの可能性もメーカーと経済産業省だけでは、これは多分……。 

（澤氏）そういう意味では、私はもうちょっと大学のほうに期待していると申し上げたことが

あります。問題は、実証の部分というのが、基礎からつないでいく部分と出口から迎えに

行く部分とがあるわけですけれども、実証フェーズの問題がいつもこれまでの歴史上難し

かったわけです。一旦実証に必要な技術をもう少し絞り込んで今みたいなリソースがない

ときには、必要な研究にそこを限定する形で浮いたお金はむしろ基礎のほうにもう一回ま

き直すべきだと思っているわけです。イメージ的に言うと。今おっしゃっていたイノベー

ション、あるいはイノベーションが出てくる畑みたいなところの多様性をもう少し耕した

ほうがいいのではないかと。一方で、安全研究みたいに電力の供給に直結する部分で、今

まであまり資源が投入されてこなかったところについては、むしろさっき言った浮いた部

分をそっちに回したほうがいい組合せになるのではないかと思います。 

（岡委員長）全部今議論しきれないんですけれども、原子力を国産化というモデルがやはり、

あるいは総括原価のモデルが、国産化というモデルの問題点はよく関係者が認識しないと

いけなくて、それがまた特別にとおっしゃると、元に戻るように見えるんです。それが非

常に心配なことで。 
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（澤氏）それは委員長とちょっと意見が違うんですけれども、特別にというのは、特別にしな

いともう原子力は本当にゼロになっていきますようというアゲインストの風が吹いている

ことを言いたいわけです。特別というのは今まで以上に何かしてくださいではなくて、今

までのことを維持するだけでも大変です。 

  例えば、さっきの総括原価、何度も出てくるキーワードですけれども、自由化というのは

基本的に総括原価を外すというところに本質があるわけです。価格の形成をマーケットに

任せるということになるわけです。ただ再生化のエネルギーはフィードインタリフで別枠

化する。あれが今の国策なんです。 

  従来国策だと思われていた電源政策は別に原子力に限らず全部安定供給のためにどの電源

開発も電源開発計画というのをちゃんと国が事業者と投資計画を握って、そこに投資をし

てきてやっているわけです。ですから、ある意味総括原価は国策を支えるシステムでもあ

ったわけです。そのときに外していくときに、原子力も外すのかどうかという議論をして

いるわけです。 

  原子力を一回外すんですが、今までの償却が終わっているものはさっきから申し上げてい

るように安いですから、競争に勝てるので、競争力があるので、これは外してもらっても

いいわけです。しかし、新しくつくるものについても外すのかという議論がなされないま

まに自由化が進んできているわけです。 

  ですから、僕はここの中では総括原価的なものを原子力に残さなければ原子力はなくなり

ますよと言っているわけです。ですから、従来以上に何かをやるのではなくて、従来維持

されてきた制度を今後とも維持するという決定をするだけの話です。ですから、一回、切

ったやつをもう一回支援策として新しく措置するかのように見えるので、そこが特別に原

子力だけまた有利にしているのではないかと思われがちなんですけれども、そうではなく

て、原子力維持が必要だとすれば従来あった制度はそのまま維持するという決定をしない

といけないということを言っているわけです。そのためにも特別に重要だという政治的な

支持がなければ、そんな決断さえできませんよと言っているんです。 

（岡委員長）特別という言葉がいいかどうか、要するに長い間使うと非常に安価な電源、電気

を供給できるという特徴があって、水力もそうだと思いますけれども、非常に投資がかか

る。それがやはり自由化環境では非常に長期的な見通しもないといけないから、それは単

にお金の話、規制の透明性はおっしゃるとおりだと思います。それを全部セットでやはり

国民の支持をもらう必要があって、実は政府の側から見ると、やはり事業者さんの声がほ
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とんど国民一般には届いていない、地元は一生懸命やっているんですけれども、これをま

ず事業者が必死でやらないと、政治の支持というのがやはり重要だとしたら、それは自由

化してもそこだけ、原子力いまあるのを動かすだけでもそれは必死でやらないと、と思う

んですけれども、そのあたりはいかがですか。それもここに書いてないので、非常に不思

議な感じで。 

（澤氏）いや、全くそのとおりだと思います。難しいんですけれども、最終的には政治家がリ

スクを取っていろいろな制度について法案化して国会を通していってもらわないといけな

いわけです。大臣レベルも与党ベースもそうです。ただ、その前に、世論についておっし

ゃったようなこういうことで原子力が必要とか、こういう安全の守り方をしようと変えた

んですとか、そういうことを統一的に国民一般に対して、地元住民だけではなくて、立地

だけではなくて、特に消費地広報としてコミュニケーションしてきているのが非常に少な

いです。 

  そこで世論があまり理解せずに、例のアンケート調査というか、世論調査が全然数字が変

わらない中で、政治家にリスクを取れといったって、なかなかこれはそういう雰囲気にな

ってないわけです。ですから、そういう意味ではおっしゃったこと全くの同感です。 

  ここにまさに書いてある役割分担と責任所在の不明確性という中で、政府の規制委員会以

外の政府が原子力の必要性について十分に説明をしていくということがまずもってすべて

の前提になっていると思います。 

  政府としてみれば、基本計画をつくって、あそこで閣議決定して、いろいろなところでタ

ウンミーティングしているんだから、説明しているつもりであるというだろうと思うんで

すけれども、原子力の場合はそれこそ特別に別の電源とは全く違うだけの努力が必要な電

源なので、今までの部分では足りないのではないかという気がいつもしています。 

（岡委員長）私は組織を変える話よりも、責任をもった連携、省庁間といいますかがまず必要

な気がしますが。、今日は非常に全体を変えるという、そういう御提案もいただいたんで

すけれども。 

（澤氏）まず、第一歩として、私はある種政策的な理想論を言っているだけなので、第一歩と

して連携というのは是非やっていただきたいし、定期的に規制委員会も含めて話し合う場

の設置を是非お願いしたいと思います。それがあって初めて次の段階に行くと思います。 

（岡委員長）本日は、規制に関わるところのお話はあまりなかったわけですけれども、たくさ

んのことをおうかがいしました。 
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  それでは、先生方ほかにございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  大変貴重なお話、ありがとうございました。 

  それでは、５分休憩いたしまして、再開いたします。 

 

（休  憩） 

 

（岡委員長）それでは、議事を再開いたします。 

  平成２７年６月７日（日）～１０日（水）にかけて米国、サンフランシスコに出張し、原

子力関係者と意見交換してまいりましたので、御報告いたします。 

  出張報告、資料第４号をごらんください。出張先はアメリカ。期間は今申し上げたとおり

です。渡航目的は、６月８日に、環太平洋フォーラムにて講演し、ローレンス・リバモア

国立研究所を訪問し意見交換を行う、ということで、このフォーラムはカリフォルニア大

学バークレー校で行われました。主要日程は、４に書いているとおりです。 

  結果概要ですけれども、まず、環太平洋フォーラムですけれども、カリフォルニア大学が

シリーズで開催しているので、バークレー校がよく主催しております。本年は、原子力施

設の地震レジリエンスのテーマで開催され、学識経験者等の講演、パネル討議等が行われ

ました。日本からも大学の先生、それから関係者が参加しておりました。 

  その基調講演として、Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅｓ ｏｎ ｔｈｅ Ｓａｆｅｔｙ ｏｆ 

Ｎｕｃｌｅａｒ Ｆａｃｉｌｉｔｉｅｓという題名で、原子力安全の考え方と東電福島事

故の教訓について講演いたしました。資料は原子力委員会のホームページに掲載されてお

ります。米国の基調講演者は元ＮＲＣコミッショナーのアポストラキス教授でありました。

フォーラムでは地震、耐震関係者を中心に米国、日本の専門家が講演と討論を行いました。 

  （２）でございますが、ローレンス・リバモア研究所、これは少し内陸部に入ったところ

ですけれども、慣性核融合の大型研究施設である国立点火施設、Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｉｇ

ｎｉｔｉｏｎ Ｆａｃｉｌｉｔｙを見学いたしました。専門家と意見交換を行いました。

慣性核融合はエネルギーも期待しておりますけれども、高密度な状態が生じるということ

で、宇宙科学と密接に関係する高密度物理学研究、の最先端でもありまして、日本や欧州

の研究者や学生との交流も進めたいということでありました。物理学研究の最先端と慣性

核融合という応用が非常に密接に関係していると認識いたしました。日本のエネルギー政

策、東電福島事故の教訓についても説明をいたしました。以上でございます。 
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  何か御質問はございますでしょうか。 

（阿部委員）ローレンス・リバモア国立研究所はレーザーを使った核融合を研究していると聞

いていて、１年前かに核融合に成功したというニュースが流れました。これはいよいよ希

望が出てきたと思ったんですが、いかがでしょうか。もちろん核融合に成功するといって

も、融合はたしかできるんですね。ほんの微量でもね。ただ問題は投入したエネルギーと

出てくるエネルギーで、投入したエネルギーを上回るものが出てこなければ経済的に意味

はないんですが、そこにいったかどうか問題だと思いますが、その辺はいかがでしたでし

ょうか。 

（岡委員長）実は投入したエネルギーというところがいろいろ定義がございまして、爆縮ター

ゲットというのがあるわけで、そこに入ってきたレーザービームのエネルギーを投入した

エネルギーというか、レーザービームを作る装置の入力としてのエネルギーかによって大

きく違います。慣性核融合で前者の定義でもブレイクイーブンしたかどうか、正確に確認

していないんですけれども。いずれにしてもまだ照射されたエネルギーに対してどうかと

いう、そういう研究の段階だと理解しております。 

  それから、その装置をそのまま図に書いて、すぐ使えるかと言いますと、それは経済性の

問題、さっき資本費の問題もございましたけれども、競合するシステムとの問題もありま

すので、それはまたちょっと違う話で、ブレイクイーブンを研究する過程で、ここに書き

ました高密度物理のいろいろな現象が明らかになってきている。そういう意味でフロンテ

ィアである。そういうところが、ある意味でサイエンスのフロンティアである。そういう

意義を強く感じました。 

  ですから、もちろん核融合の夢はもちろんあるんですけれども、我々としては両方をよく

見る必要がある。日本の大学の名前も挙がっておりましたけれども、別に日本だけではな

くて、イギリスの大学、いろいろな大学がございますので、そういうところの研究、これ

は私が申し上げたんですけれども、原子力工学というのは原子核に関わる科学技術を利用

する学問であるというわけで、原子核に関わる現象は高密度物理に限らずたくさんござい

ますので、そういう意味で非常に広い分野です、そういうふうに見たほうがいいかなと思

いました。それがちゃんといろいろわかっていくことによって、また応用のほうも進むわ

けでありまして、その物理がわかってこないと、何で爆縮で大きいエネルギーゲインがな

かなか得られないか、そういう話は進まないのではないかと思いました。そういうふうに

理解いたしております。 
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（阿部委員）日本でもレーザー融合に夢をかけてやっている方がいらして、そういう人から伺

うと、トカマク式なんかできるかどうかわからないと。日本はＩＴＥＲに参加して、何千

億円出したんだけれども、それよりは我々のほうに金を出してほしいということをおっし

ゃっています。 

  先生は、どちらが可能性が高いとお考えになりますか｡ 

（岡委員長）トカマクのほうはまだ勉強させていただかないといけない。しかしこれもかなり

長年やっていまして、要するにプラズマ物理学、閉じ込めのほうで、これも宇宙のプラズ

マと関係しておりまして、長年研究をされていて、非線形な現象でということで、学問的

にはいろいろなことが進んできていると思います。 

  どちらかというと、夢だということは逆にいうとすぐは電力会社に使っていただけるとい

うところではない。しかし、それを駄目だというのではなくて、基礎科学の探求と合わせ

てよく理解する。原子力というのは今申しました原子核に関わる科学技術という観点を忘

れないでやる必要がある、そういう中から今までと違うイノベーションが出てくる可能性

もあると思います。それから、ＮＩＦは非常に大きな実験施設、映画にも使われたそうな

んですが、非常に大きな、この建物の２倍ぐらいの装置です。そういう大きな施設でない

と今後も研究できないかというと、レーザーも進歩しますので、高密度物理の研究がもう

ちょっと簡易にできる技術進歩もこういう施設がドライブしていくと思いますので、そう

いう点にも期待をしたいと思います。 

（阿部委員）アメリカは例の核弾頭のプルトニウムとか高濃縮ウランのパフォーマンスを調べ

るためにレーザーで実験しますね。未臨界実験、あれは先生も入れたということは、ここ

ではやってないんでしょうね。あっちは軍事機密ですからね。 

（岡委員長）リバモアも軍事研究所ですから、そういうことも関係していると思いますが、全

くそういうところは機密ですので、私は全く存じません。 

（阿部委員）当然、そこにいる方々はレーザーのほうが有望なんだと。 

（岡委員長）、水爆は核融合です。御質問はどういうことでしょうか。 

（阿部委員）民生用の核融合として、レーザーのほうが可能性があると。当然そこでやってい

る人たちはそういう議論をされるんですよね。 

（岡委員長）それは、彼らはそう思っています。 

  そのほかはございますか。 

（中西委員）環太平洋フォーラムについてもう少し教えてほしいのですが、ＵＣバークレーが
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どのくらいの頻度でしているとか、人数とか。それからこの前に来られたトム・イサック

さんが環太平洋でもっと情報の交換があればいいとかいうことを随分熱っぽく言われてい

たんですが、それと関係しているのかもう少し教えてください。 

（岡委員長）必ずしも十分存じ上げないのですが、一番最初は福島事故について、フォーラム

をやりました。２００８年、それは私も先生も関係していて、本が出ました。２００８年

に福島事故の教訓ということで……。 

（中西委員）２０１１年が福島事故だから……。 

（岡委員長）間違えました。２００８年からやっています。それはグローバルＣＯＥのプログ

ラムで始まったと理解しておりまして、その後、事故の後、バークレーのフォーラムでや

ったか、原子力工学のフォーラムでやったかはっきりしませんが、４、５回やっておりま

す。ちょっと私は十分フォローしていませんが、２００８年が一番最初で東大のグローバ

ルＣＯＥを核にしてやったのではないかと理解しています。ちょっと間違っていたら後で

訂正したいと思います。 

  バークレーはアジアの留学生が非常に多くて、そういう意味でアジアとの連携が一つの大

きな、大学としての方針で、運用していると理解しています。 

（阿部委員）全く違う視点ですけれども、先ほどの澤さんの話にもあったんですが、将来人材

確保という面においては、アメリカはスリーマイルアイランドもあって、原発が新規がで

きなくて、かなり原子力関係の学生も研究者も外国人が非常に増えたと。アメリカの科学

の人はなかなか来なくなった。今回、ざっとごらんになって、カリフォルニアですから当

然東洋系の顔の人が多かったかもしれませんが、討論なんかして外国人が多かったなとい

う感じはございましたか。 

（岡委員長）アジアの方、それから中東系の方もいたのではないかと思います。もともとカリ

フォルニアはそういうところですので、みんな外国人だと思うんですけれども、日本から

も研究者の方が行っていました。外国人ということは私自身もあまり意識してないんです

が、当然お名前からして中国系の方も発表しておられますし、大学の先生も、アラブ系の

名前の方もいたと思います。 

  よろしいでしょうか。それでは、ありがとうございました。 

  議題５のその他について、事務局から御説明をお願いします。 

（室谷参事官）その他でございます。資料第５号として、第１８回原子力委員会議事録を配付

いたしております。 
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  今後の会議予定についての御案内でございます。次回の第２５回原子力委員会の開催予定

でございますが、開催日時といたしまして、６月２３日火曜日、１４時３０分から、場所

といたしましては、中央合同庁舎４号館１２階の１２０２会議室ということになっており

ます。 

  議題といたしましては、原子力利用の基本的考え方について等を予定いたしております。

原子力利用の基本的考え方に関するセッションにおいては、日本エネルギー経済研究所理

事長の豊田正和様から御意見をいただき、御議論をいただく予定でございます。以上でご

ざいます。 

（岡委員長）その他委員から御発言はございますでしょうか。 

  それでは、御発言ないようですので、本日の委員会はこれで終わります。 

  ありがとうございました。 

－了－ 

 

 




